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地方自治の本旨は住民の社会福祉の向上にあることは、言を

またないところである。 
本市は地理的条件に恵まれ、県の中核都市として産業・経済

及び文化等に飛躍的な発展を遂げている。 
しかし反面、生活水準の向上のかげに発生している各種の障

害、高齢化は年々増加の傾向にある現状も決してゆるがせには

できない。 
「心のかようきめ細い福祉」を求める市民の願いを全市民の

協力のもとに福祉への多種多様化する需要に対し、時代に即応

した福祉施策を強力に推進していかなければならない。 
市民はすべてが健康で、文化的な生活を営めるよう市民一人

一人があたたかい思いやりのある福祉の心を育て、明るい活力

のある福祉都市の建設を決意しここに防府市を「福祉都市」と

することを宣言する。 

 
昭和 58年 3 月 22 日 

 

防  府  市 

福 祉 都 市 宣 言 
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(FAX) 25-2539 直通  25-2387

直通  25-2338

直通　25-2967

○介護保険サービスの給付
○負担限度額認定

直通　25-2128

(FAX)27-0098

直通　25-2367

(FAX)25-2549 直通　25-2349

○児童手当・児童扶養手当
○乳幼児・子ども・ひとり親家庭

(FAX)25-2259 直通　25-2348 　医療費助成

直通　24-8811
(FAX)28-2511

(FAX)25-2106 直通　25-2163

○障害者福祉事業

〇資金貸付事業
○ボランティア活動の相談受付等

○成年後見センター

○障害者就労支援施設
「愛光園」の運営
○障害者支援施設

「大平園」の運営
○児童発達支援センター
「なかよし園」の運営
○障害者生活介護施設

「わかくさ園」の運営
○ホームヘルパーセンターの運営
○防府市身体障害者福祉センター
　の運営
○防府市障害者生活支援センター
　の運営
○防府市障害福祉団体連合会事務局

子育て推進課

高齢福祉課

介護保険室認定係

○身体障害者手帳・療育手帳・

　精神障害者保健福祉手帳

○補装具・日常生活用具給付

○自立支援医療

　（更生・育成・精神通院）

○特別障害者手当、障害児福祉手当

○特別児童扶養手当

○防府市福祉年金

○心身障害者扶養共済

○重度心身障害者医療費助成

○福祉タクシー利用券

○防府市福祉有償運送協議会の運営

○その他障害者福祉関係業務

○障害者福祉に関する各種計画の推進
○防府市障害者保健福祉推進協議会・
　防府市地域総合支援協議会の運営
○障害福祉サービス等給付
○障害児通所給付
○日中一時支援、移動支援、訪問入浴
　等給付

○介護認定

メールアドレス　jigyodan@c-able.ne.jp

メールアドレス　fureai-net@hofushishakyo.jp
HPアドレス　https://hofushishakyo.or.jp/

防 府 市 社 会 福 祉
事 業 団 事 務 局

○乳幼児健康診査・相談
○障害の早期発見

直通　23-6625
(FAX)25-2864

直通　22-3907
(FAX)25-1388

母子保健係

身体障害者
福祉センター内
（鞠生町12番2号）

保険年金課 年金係

保健こども部
こども相談支援課
(こども家庭センター)

防府市役所 ℡　23-2111㈹

障害福祉係

HPアドレス
http://www.city.hofu.yamaguchi.jp/

福祉部

障害福祉課

福祉事務所

○障害者・障害児・施設への訪問調査
　及び相談
○障害福祉サービス・障害児通所
　給付等

相談支援係

調整係

介護保険室給付係

○戦傷病者の援護等福祉総務課 福祉政策係

こども給付係

防府市役所
福祉棟２階

防 府 市 社 会 福 祉
協 議 会 事 務 局

○生活支援事業
（障害者（児）の相談受付、有料在宅
○権利擁護事業
　・日常生活自立支援事業
　・法人成年後見

○障害基礎年金に関する相談
○特別障害給付金に関する相談

福祉事務所

障害福祉関係の分掌
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（1）市福祉事務所・障害福祉課 

心身障害者福祉の中心的機関として生活上のいろいろな相談に応じ、また、各専門機関と連

携し、各種障害者・障害児福祉制度の窓口となります。また、障害者差別に関する相談につい

ても担当します。 

名称 所在地 電話／FAX 

防府市・防府市福祉事務所 

障害福祉課 

防府市寿町 7 番 1 号 

(市役所本館２階②番窓口) 

電話 25－2387 

FAX 25－2539 

 

（2）相談支援事業所 

在宅で生活されている障害のある方の自立・生活をサポートします。様々な相談や情報提供 

を行い、また、各関係機関と協力して支援を考えます。 

名称 所在地 電話／FAX 

防府市障害者生活支援センター                                                   
防府市鞠生町 12 番 2 号 

（身体障害者福祉センター内） 

電話 38－6200 

FAX 25－2864 

クローバーセンター 防府市緑町一丁目 11 番 5 号 
電話 27－3003 

FAX 27－3004 

ゆめサポート相談所 
防府市中央町 6 番 32 号 

JA 第 2 ビル 1 階 

電話 28－7110 

FAX  28－7377 

 

（3）山口県福祉総合支援センター 

こどものことや各種障害、心の健康など福祉に関する様々な相談に対して支援を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

山口県福祉総合相談支援センター 山口市吉敷下東四丁目 17-1 
電話（083）901-2940 

FAX（083）902-2678 

 
児童相談部（中央児童相談所） 

18 歳未満のこどもの福祉や健全育成の相談支援などを
行います。 

電話（083）902-2189 

 
児童相談部（知的障害者更生相談所） 
  18 歳以上の方の療育手帳の判定や、家族に対する助言

や指導などを行います。 
電話（083）902-2673 

 

身体障害者相談部（山口県身体障害者更生相談所） 
身体に障害のある方の専門的な相談に応じるとともに、

身体障害者手帳の交付や補装具等の給付について審査・判
定を行います。 

電話（083）902-2670 

 
精神保健福祉部（山口県精神保健福祉センター） 

こころの健康に関する相談支援などを行います。 
電話（083）902-2672 

 
山口県発達障害者支援センター 

発達障害の方やその家族、関係機関への相談支援、発達
支援就労支援などを行います。 

電話（083）902-2680 

 

相談窓口 
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（4）保健センター 

健康づくりのための健康相談、保健指導、各種教室等を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

防府市保健センター 防府市鞠生町 12 番 1 号 
電話 24－2161 

FAX 25－4963 

 

（５）こども家庭センター 

 妊産婦や子育て家庭への相談支援を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

こども家庭センター 防府市西仁井令二丁目 28 番 8 号 
電話 24-8811 

FAX 28-2511 

ｖｖｖ 

（６）健康福祉センター 

地域における保健衛生の向上を図るために、精神障害、難病、原爆被爆者等の保健衛生につ 

いての相談・指導を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

山口健康福祉センター 

（防府保健所） 

防府市寿町 7 番 1 号 

（防府市役所 福祉棟 1 階） 

電話 22－3740㈹ 

FAX 22－0962 

 

（７）障害者就業・生活支援センター 

雇用・保健福祉・教育等関係機関との連携を図り、障害者の就業生活に関する相談支援を行 

います。 

名称 所在地 電話／FAX 

デパール 山口市下小鯖 2287 番地 1 
電話 (083)902-7117 

FAX (083)927-6620 

 

（８）公共職業安定所 

障害者の職業紹介について、求人・求職から就職にむけた相談支援まで、一貫したサービス 

を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

防府公共職業安定所 

（ハローワーク防府） 
防府市駅南町 9 番 33 号 

電話 22－3855㈹ 

FAX 25－4033 

 

（９）障害者職業センター 

   公共職業安定所等の関係機関と密接な連携を図りながら、障害のある方の就職、職場定着、

  職場復帰に関する職業相談・職業評価、各種支援を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

山口障害者職業センター 防府市岡村町 3 番 1 号 
電話 21－0520㈹ 

FAX 21－0569 
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（10）街角の年金相談センター 

   厚生年金・国民年金等に関する相談や厚生年金の申請受付を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

街角の年金相談センター防府 
防府市戎町一丁目 5 番 1 号 

笑顔満開通りルルサス防府 2 階 
電話 25－7830㈹ 

 

（11）社会福祉協議会 

障害者の社会参加促進のため、スポーツ大会やレクリエーションの開催、ボランティアの育

成、支援等を行います。 

名称 所在地 電話／FAX 

防府市社会福祉協議会 
防府市寿町 7 番 1 号 

（防府市役所 福祉棟 2 階） 

電話 22－3907  

FAX 25－1388 

 

（12）防府市障害者虐待防止センター 

障害者虐待の通報受付や相談等を行います。 

名称 所在地 電話 

防府市障害者虐待防止センター 

（市役所障害福祉課内） 

防府市寿町 7 番 1 号 

(市役所本館２階②番窓口) 

電話  25-2121 

FAX 25-2539 

 

（13）こころの緊急電話相談  

精神科受診など、早急な対応に関する相談電話です。 

 名称 所在地 電話 

こころの救急電話相談 宇部市東岐波 4004-2 
電話 0836-58-4455 

（24 時間対応） 

 

（14）成年後見センター  

成年後見に関する相談支援や制度の普及啓発等を行います。 

 名称 所在地 電話 

防府市成年後見センター 

（防府市社会福祉協議会内） 

防府市寿町 7 番 1 号 

（防府市役所 福祉棟 2 階） 

電話 28-7768 

FAX 25-1388 
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1．身体障害者手帳 

（1）手帳の概要 

補装具、自立支援医療（更生医療）の給付、施設への入所等、障害者総合支援法による

支援を受ける場合や、税の減免、JR 運賃の割引等、各種制度を利用するためには、身体障

害者手帳の交付を受ける必要があります。等級は障害の程度により 1～6 級に分かれてい

ます。 

 

（2）申請時の添付書類一覧 

 
診断書 

（※） 

写真 

（縦 4 ㎝×横 3 ㎝） 
現在の手帳 その他 

新規交付 ○ ○（2 枚） — 
本人確認ができるもの 

マイナンバー 

障害程度の変更 

障害の追加 
○ ○（2 枚） ○ マイナンバー 

破損 

写真貼り替え 
－ ○（1 枚） ○ マイナンバー 

紛失 － ○（1 枚） — 
本人確認ができるもの 

マイナンバー 

住所、氏名変更 － － ○ マイナンバー 

  ※身体障害者福祉法第 15 条指定医師の作成した診断書が必要です。指定医師名簿は 

山口県のホームページをご覧ください。 

 

（3）障害名と主な傷病名 

障害部類 主な傷病名 

視覚障害 糖尿病網膜症、緑内障、加齢黄斑変性症 など  

聴覚機能障害 

平衡機能障害 

先天性風疹症候群、先天性難聴、遺伝性難聴、ストレプトマイシンに

よる難聴、老人性難聴、慢性化膿性中耳炎、音響外傷、髄膜炎、メニ

エール病、小脳出血 など 

音声・言語・ 

そしゃく機能障害 
喉頭腫瘍、脳血管障害、唇顎口蓋裂、感音性難聴 など 

肢体不自由 
足部骨主要、脊椎損傷、脳性麻痺、脳血管障害、慢性関節リウマチ、 

強直性脊髄炎、脊椎側弯症 など 

障害者手帳の交付 
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障害部類 主な傷病名 

心臓機能障害 僧房弁狭窄兼閉鎖不全症、冠動脈硬化症 など 

じん臓機能障害 慢性糸球体腎炎 など 

呼吸機能障害 肺結核、肺気腫 など 

ぼうこう・ 

直腸機能障害 

ぼうこう腫瘍、クローン病、潰瘍性大腸炎、直腸腫瘍、二分脊椎、 

先天性鎖肛 など 

小腸機能障害 
小腸間膜血管閉塞症、小腸軸捻転症、クローン病、腸管ベーチェット

病、乳児期難治性下痢症 など 

免疫機能障害 ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害（ＨＩＶ感染） 

肝臓機能障害 肝硬変 など 

傷病名等は代表的なものであり、これらに限られるものではありません。また上記傷病

の場合でも、程度によっては身体障害者手帳の該当にならない場合もあります。詳しくは

医師にご相談ください。 

 

（4）申請窓口 

市障害福祉課 
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2．療育手帳 

（1）手帳の概要 

知的障害者（児）に対して一貫した指導・相談を行うとともに、特別児童扶養手当や国

税、地方税等の控除・減免など、援助措置を受けやすくするために手帳を交付します。等

級は重度（A）、中度及び軽度（B）に分かれています。 

 

（2）申請時の添付書類 

 
写真(1 枚) 

（縦 4 ㎝×横 3 ㎝） 
現在の手帳 その他 

新規 ○ — 
本人確認ができるもの 

マイナンバー 

県外からの転入 ○ 
（山口県の手帳へ変更する場合） 

○ マイナンバー 

程度確認 

再判定 

○ 
（プラスチックカード製の手帳を

お持ちの場合） 

○ マイナンバー 

再交付（紛失以外） ○ ○ マイナンバー 

再交付（紛失） ○ — 
本人確認ができるもの 

マイナンバー 

 

（3）知的障害程度の目安 

・0 歳～6 歳幼児 

 
重度 

（知能指数 35 以下） 

中度 

（知能指数 36～49） 

軽度 

（知能指数 50～70） 

運動 
運動機能が極度に劣っ

ており歩行も不十分 

運動機能が全般的に劣っ

ている 

運動機能がほぼ正常に

近い 

言語 

不完全な単語がいくら

か言えるだけで意思の

疎通は不可能 

言語が幼稚であるため意

思の疎通はやや不可能 

言語での意思の疎通は

可能 

身のまわり 

の処理 

絶えず介助や注意が必

要 

部分的に介助が必要で、 

時に注意も必要 

介助や注意はあまりい

らない 

 

・6 歳～17 歳児童 

 重度（同上） 中度（同上） 軽度（同上） 

学習 

読み、書き、計算はで

きない 

幼稚園程度以下 

簡単な読み、書き、計

算は、少しできる 

小学 1、2 年程度 

簡単な読み、書き、計算

は、ほぼできる 

小学 3 年程度 

作業 
簡単な手伝いや使いな

らできる 

ついて指導すれば簡単

な作業ならできる 
単純な作業ならできる 

言語 

言語はやや可能だが意

思の疎通は十分ではな

い 

言語は幼稚だが意思の

疎通は可能 

文通はできない 

言語及び簡単な文通なら

できる 

身のまわり 

の処理 

身のまわりの処理に介

助が必要 

身のまわりの処理は大

体できる 

身のまわりの処理はでき

る 
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・18 歳以上成人 

 
重度 

（知能指数 35 以下） 

中度 

（知能指数 36～49） 

軽度 

（知能指数 50～70） 

知能能力 

文字や数の理解はほと

んどできない 

3、4 歳位の能力 

かな文字は読め、簡単

な加減はできる 

6、7 歳位の能力 

ラジオ、新聞等をある程

度利用できる 

10～12 歳位の能力 

職業能力 

簡単な手伝いや 

使いならできる 

 

ついて指導すれば 

単純な作業ならできる 

 

単純作業はできる 

自分の労働で最低生活が

可能である 

言語 

言語はやや可能だが意

思の疎通は十分ではな

い 

言語は幼稚だが、疎通

は可能 

文通はできない 

言語及び簡単な文通なら

できる 

身のまわり 

の処理 

身のまわりの処理に介

助が必要 

身のまわりの処理は大

体できる 

身のまわりの処理はでき

る 

※ 知的障害の程度は年齢段階により示しているので、該当年齢の表により判断してくだ 

さい。 

 

（4）申請窓口 

市障害福祉課 
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3．精神障害者保健福祉手帳 

（1）手帳の概要 

一定の精神疾患による障害であることを証明する為に交付される障害者手帳です。この

手帳を所持していることにより、様々な障害者福祉制度の適用を受けることが可能です。

本手帳は交付を受けた人のプライバシー保護の観点から、手帳の表面には『障害者手帳』

とのみ表記されています。等級は障害の程度により 1～3 級に分かれています。 

 

（2）申請時の添付書類一覧 

 
写真（１枚）※1 

（縦 4 ㎝×横 3 ㎝） 
現在の手帳 その他 

新規交付 ○ — 

診断書、障害年金証書等※２ 

本人確認ができるもの 

マイナンバー 

更新 

等級変更 
○ ○ 

診断書、障害年金証書等※２ 

マイナンバー 

破損 ○ ○ マイナンバー 

紛失 ○ — 
本人確認ができるもの 

マイナンバー 

氏名変更 

住所変更 ※３ 
－ ○ マイナンバー 

※1 写真がなくても手帳の発行は可能です。ただし、写真の貼付されていない手帳では、

障害者手帳による割引等（例：ＪＲ）が一部受けられない場合があります。 

※２ 診断書、障害年金証書・振込通知書又は特別障害給付金証書のいずれかが必要です。 

※３ 県外からの住所変更は手続きが異なりますので、窓口で確認してください。 

 

（3）対象者 

一定の精神疾患を有する人で、その精神疾患のため長期にわたり日常生活又は社会生活

への制約がある人が対象です。（原則として、精神障害と診断されてから 6 か月以上経過し

た人。） 

※ 知的障害を除きますが、発達障害の場合は交付される場合があります。 

 

（4）障害者手帳の等級 

障害者手帳の等級は程度により、1～3 級に分かれます。 

1 級：精神障害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

2 級：精神障害であって、日常生活が著しい制限を受けるか、または日常生活に著しい

制限を加えることを必要とする程度のもの 

3 級：精神障害であって、日常生活若しくは社会生活が制限を受けるか、または日常生

活若しくは社会生活に制限を加えることを必要とする程度のもの 

 

 



13 

 

（5）更新について 

原則として、有効期限は手帳の交付年月日より 2 年後の月末までとなっており、有効期

限の 3 か月前から更新申請が可能です。更新については個別に連絡等は行っていませんの

で、期限切れにご注意ください。 

もし、手帳の期限が切れてしまった後でも、再認定（更新）手続は可能です。期限切れ

後の再認定（更新）申請については、期限切れの日に遡り更新する方法（福祉サービスに

ついては遡り不可のもの有）と、申請日から改めて適用をする（効力が発生する）方法が

あります。 

 

（6）申請窓口 

     市障害福祉課 
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1．重度心身障害者医療費助成制度（ □福 カクフク）  

重度心身障害者の疾病に対する医療に要する経費のうち、医療保険の自己負担額を助成

します。ただし、文書料、おむつ代、入院時部屋代、食事代等、助成対象外になるものが

あります。 

 

（1）対象者 

① 身体障害者手帳の 1～3 級の交付を受けている人 

② 療育手帳の重度（Ａ）の判定を受けている人 

③ 精神障害者保健福祉手帳の 1 級の交付を受けている人 

④ 障害を理由とする年金の 1 級を受けている人 

⑤ 特別児童扶養手当の 1 級を受けている人 等 

 

（2）申請に必要なもの 

① 加入医療保険のわかるもの（資格者証等） 

② マイナンバーカード 

③ 受給資格が確認できるもの 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、年金証書等 

 

（3）申請窓口 

   市障害福祉課 

 

（4）対象除外者 

① 生活保護を受給している人 

② 所得制限額を超える所得がある人 

 

（5）所得制限額 

・以下、扶養親族等の数が増えるごとに 

制限額＋380,000 円 

・老人控除対象配偶者又は老人扶養親族(70 歳以上)がい    

る場合は、 

制限額＋100,000 円×（その人数） 

・特定扶養親族（19 歳以上 23 歳未満）又は控除対象扶

  養親族（16 歳以上 19 歳未満）がいる場合は、 

制限額＋250,000 円×（その人数） 

 

※ 扶養親族等：所得税法に規定する控除対象配偶者及び扶養親族 

扶養親族等

の人数 
制限額（円） 

扶 0 1,695,000 

扶 1 2,075,000 

扶 2 2,455,000 

扶 3 2,835,000 

扶 4 3,215,000 

扶 5 3,595,000 

医療費の助成 
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（6）更新申請 

受給期間は、毎年 7 月 1 日から翌年の 6 月 30 日までです。更新申請の手続は、毎年 5

月中旬頃に申請書を送付しています。 

ただし、下記の要件に該当する人は、更新申請は不要です（自動更新）。 

 

◆ 自動更新対象要件 

下記すべてに該当する人が自動更新対象者となります。 

① 以下のいずれかを受けている、または同程度の障害があることが本市において確認でき

る人 

   ・身体障害者手帳の 1～3 級の交付を受けている人 

   ・療育手帳の重度（A）の判定を受けている人 

   ・障害を理由とする年金の 1 級の永久認定を受けている人 

② 本市において、所得要件等が確認できる人 

③ 受給開始日（7 月 1 日）時点において 65 歳以上の人、または 65 歳未満で長期入院し

ていない人 

④ 受給開始日（７月１日）時点において、身体障害者手帳の再認定期限及び療育手帳の再

判定期限を経過していない人 

 

（７）その他 

次に該当する人は、65 歳より後期高齢者医療への加入が可能となりますので、市保険

年金課で保険料等についてご相談のうえ、希望される場合は加入手続きをしてください

（波線は福該当者）。 

① 国民年金法による障害基礎年金等が、1 級、2 級の人 

② 身体障害者手帳所持者のうち 

・1～3 級の交付を受けている人 

・音声又は言語機能障害の 4 級の交付を受けている人 

・身体障害者等級表（身体障害者福祉法施行規則別表第 5 号に規定される ）下肢障害の 

4 級で以下のいずれかに該当する人 

1 号（両下肢のすべての指を欠くもの） 

3 号（1 下肢を下腿の 2 分の 1 以上で欠くもの） 

4 号（1 下肢の機能の著しい障害） 

③ 療育手帳の重度（Ａ）の判定を受けている人 

④ 精神障害者保健福祉手帳の 1 級・2 級の交付を受けている人 
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2．自立支援医療（更生医療・育成医療・精神通院医療）の給付     

心身障害者が更生のために必要とする医療（その部分を除去・軽減して職業能力を増進

すること、または日常生活を容易にすること等を目的とした医療）の助成を行います。 

 

（1）更生医療の給付 

① 給付対象者 

18 歳以上の身体障害者手帳を所持する人で、確実な治療の効果が期待できるもの。 

※ 更生医療の適用を受けるためには、更生医療を受ける部位の障害について身体障害

者手帳の認定を受けていることが条件となります。更生医療申請時に、その治療を

行う部分について認定を受けていない場合は、手帳の申請と同時に行います。 

② 更生医療の対象となる医療の範囲（例） 

障害の種類 治療内容の例 

視覚障害 白内障による水晶体摘出術＋人工レンズ埋込術 

聴覚障害 感音性難聴による人工内耳埋込術 

音声機能 

言語機能障害 
蓋裂等による口唇形成術、口蓋形成術、外傷性構音障害による形成術 

そしゃく機能障害 唇顎口蓋裂の後遺症による歯科矯正治療 

肢体不自由 
変形性関節症による人工関節置換術、人工骨頭置換術、義肢装着の為

の断端形成術、断端延長術 

心臓機能障害 

心臓弁膜症による弁形成術、弁置換術、弁移植術、心筋梗塞、狭心症

による大動脈冠動脈バイパス術、洞不全症候群によるペースメーカー植

込み術 

腎臓機能障害 
慢性腎不全による人工透析（血液透析、腹膜透析）、慢性腎不全による

腎移植術、移植術後の免疫抑制療法 

小腸機能障害 小腸機能全廃による中心静脈栄養法及びそれに伴う医療 

肝臓機能障害 肝臓移植術、移植術後の免疫抑制療法 

免疫機能障害 ＨＩＶ感染による抗ＨＩＶ療法、免疫調整療法 

③ 申請窓口 

    市障害福祉課 
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（2）育成医療の給付 

① 給付対象者 

・18 歳未満の身体上の障害を有する児童で、確実な治療の効果が期待できるもの 

・18 歳未満で現在ある障害若しくは疾患に係る医療を行わないときは、将来において 

相当の障害を残すと認められる児童で、確実な治療の効果が期待できるもの 

② 育成医療の対象となる医療の範囲（例） 

障害の種類 治療内容の例 

肢体不自由 手術、理学療法（リハビリテーション、マッサージ）、装具療法 

視覚障害 

手術、未熟児網膜症による光凝固治療、装具療法（小児の弱視、斜視

先天白内障術後の屈折矯正治療用として用いる健康保険証適用のもの

に限る） 

聴覚・平衡機能障害 手術 

音声・言語・そしゃ

く機能障害 

手術、唇顎口蓋裂等に起因する歯科矯正、部分無歯症等に起因する義

歯治療、口腔咽喉等の器質的疾患（唇顎口蓋裂等を含む）に対する言

語療法 

心臓障害 手術、抗免疫療法 

腎臓障害 透析療法（腹膜灌流（CPD）を含む）、腎移植術、抗免疫療法 

小腸障害 手術、中心静脈栄養法（IVH） 

肝臓障害 肝移植術、抗免疫療法 

その他の内臓障害 
手術、排便訓練・ストーマ（人工肛門）ケア（鎖肛・巨大結腸症に起

因するものに限る） 

免疫機能障害 HIV 感染に対する医療 

③ 申請窓口 

市障害福祉課 
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（3）精神通院医療の給付 

① 給付対象者 

精神疾患（てんかんを含む。）があり、通院による治療を継続的に必要とする程度の状

態の人 

② 精神通院の対象となる医療の範囲（例） 

障害の種類 疾患の例 

病状性を含む器質性精神障害 アルツハイマー型認知症、器質性精神障害等 

精神作用物質使用による精神及び行動の障害 アルコール依存症、覚醒剤後遺症 

統合失調症 

統合失調症型障害及び妄想性障害 
統合失調症、妄想性障害 等 

気分障害 躁うつ病、気分変調症 等 

てんかん てんかん、外傷性てんかん 等 

神経症性障害 

ストレス関連障害及び身体表現性障害 
適応障害、パニック障害 

生理的障害及び身体的要因に関連した行動症

候群 
摂食障害 等 

成人の人格及び行動の障害 情緒不安定人格障害、妄想性人格障害 等 

精神遅滞 知的障害、精神遅滞 等 

心理的発達の障害 広汎性発達障害、小児自閉症 等 

小児期及び青年期に発症する行動及び情緒の

障害 
注意欠陥性多動性障害 等 

③ 申請窓口 

市障害福祉課 
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（4）自立支援医療（更生医療・育成医療・精神通院医療）の給付内容 

原則として、医療費の 1 割が自己負担です（9 割は医療保険制度や自立支援医療制度か

ら支出されます）。ただし、世帯の所得水準に応じて 1 か月あたりの負担について上限額が

設定されています。また、入院時の食事代については原則自己負担（給付対象外）です。

上限額の詳しい基準等につきましては、窓口で確認してください。 

※「特定疾病療養受療証」等、他の公費負担制度の対象となる人は、それぞれの制度につ

いても申請が必要となります。 

※ 県が指定した「指定自立支援医療機関」での治療、受診、調剤等でなければ自立支援

医療の対象となりません。 

※ 認定される指定医療機関（病院・薬局・訪問看護ステーション）は、原則として 1 人

につきそれぞれ 1 機関ずつですが、医療機関等について、やむをえない事情がある場

合のみ特別に追加認定されることもあります（例：現在受診している病院にない設備

等を他の病院で利用することになった場合）。 

 

（5）申請に必要な書類等 

  ①自立支援医療費支給認定申請書 

  ②医師による診断書（過去３ヶ月以内に作成されたもの）※ 

  ③加入医療保険のわかるもの（資格者証等） 

  ④マイナンバーカード 

  ※申請する自立支援医療によって診断書の様式が異なりますのでご注意ください。様式は

市ホームページに掲載しています。 

 

（6）所得区分について 

一定所得以下 中間的な所得 一定所得以上 

生保 低 1 低 2 中間 1 中間 2 一定以上 

0 円 
負担上限額 

2,500 円 

負担上限額 

5,000 円 

負担上限額 

医療保険の自己負担限度額 公費負担の対象外 

（医療保険の負担割合 

・負担限度額） 

育成医療の経過措置 

負担上限額 

5,000 円 

負担上限額 

10,000 円 

重度かつ継続 

負担上限額 

5,000 円 

負担上限額 

10,000 円 

負担上限額 

20,000 円 

 

①自立支援医療を受診する人が属する「世帯」は、生活保護の認定を受けていますか。 

 ・受けている：区分表「生保」に該当 

 ・受けていない：②へ 

②自立支援医療を受診する人が属する「世帯」は、市町村民税（均等割か所得割のいずれか又

は両方）が課税されていますか。 

 ・課税されていない：③へ 

 ・課税されている：④へ 
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③自立支援医療を受診する人の収入が 80 万９千円以下ですか。（自立支援医療を受診する方が

18 歳未満の場合にはその保護者の収入がそれぞれ 80 万９千円以下ですか。） 

 ・80 万９千円以下：区分表「低 1」に該当 

 ・80 万９千円を超える：区分表「低 2」に該当 

④自立支援医療を受診する人が属する「世帯」のうち、加入している医療保険の保険料を納付

している人が納めている市町村民税額（所得割）は、以下のどの金額に該当しますか。 

 ・3 万 3 千円未満 ：区分表「中間 1」に該当 

 ・23 万 5 千円未満：区分表「中間 2」に該当 

 ・23 万 5 千円以上：区分表「一定以上」に該当 

⑤「重度かつ継続」（※下記参照）に該当しますか。 

 ・該当する：「重度かつ継続」に「該当」 

 ・該当しない：「重度かつ継続」に「非該当」 

 

※「重度かつ継続」の対象範囲 

 ・精神通院医療…統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害、薬物

関連障害（依存症等）、3 年以上の精神医療の経験を有する医師によって、集中的・継続的

な通院医療を要すると判断された人 

 ・育成医療・更生医療…腎臓機能障害、小腸機能障害、免疫機能障害 

 ・医療保険の高額療養費で多数該当の人 
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1．特別障害者手当（20 歳以上対象） 

（1）該当要件（下記のすべてを満たす人） 

① 障害者総合支援法における障害者支援施設その他これに類する施設に入所していない 

こと 

② 病院又は診療所に継続して 3 か月以上入院していないこと 

③ 本人、配偶者又は扶養義務者の所得が所得制限（資料 3 参照）以内であること 

④ 障害程度が次のいずれかひとつに該当すること 

○ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（以下、政令）別表第 2 に定める障害

が重複している（2 つ以上ある）こと… 資料 1 参照 

○ 政令別表第 2 に定める障害のいずれか 1 つを有し、かつ、資料 2 の障害が重複して

いる（3 つ以上ある）こと… 資料 1・2 参照 

○ 政令別表第 2 第 3～5 号までのいずれかの障害を有し、かつ、日常生活動作評価表（表

1 参照）が 10 点以上であること 

○ 障害児福祉手当の個別基準（Ｐ.24 参照）の「内部疾患」又は「その他の疾患」（内部

障害又はその他の疾患）に該当する障害を有し、かつ、絶対安静に該当する状態であ

ること 

○ 障害児福祉手当の個別基準の「精神障害」に該当する障害を有し、かつ、日常生活能

力判定表（表 2 参照）の各動作及び行動に該当する点の合計が 14 点以上であること 

 

（2）支給額等 

① 月額   

市障害福祉課にお問い合わせください。 

② 支給月  

年 4 回（2 月、5 月、8 月、11 月）、それぞれ前月分までを支給します。 

③ 支給方法  

  登録口座へ振り込み 

 

（3）申請窓口 

市障害福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 手当・年金・共済制度 
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○ 資料 1 

政令別表第 2 に定める障害              ※ 障害年金 1 級程度の障害 

1 号 

次に掲げる視覚障害・視野障害 

イ 両眼の視力がそれぞれ 0.03 以下のもの 

ロ 一眼の視力が 0.04、他眼の視力が手動弁以下のもの 

ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両眼のⅠ/4 視標による周辺視野角

度の和がそれぞれ 80 度以下かつⅠ/2 視標による両眼中心視野角度が 28 度

以下のもの 

ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認点数が 70 点以下かつ両眼中心視

野視認点数が 20 点以下のもの 

2 号 両耳の聴力レベルが 100 デシベル以上のもの 

3 号 
両上肢の機能に著しい障害を有するもの又は両上肢の全ての指を欠くもの若しく

は両上肢の全ての指の機能に著しい障害を有するもの 

4 号 両下肢の機能に著しい障害を有するもの又は両下肢を足関節以上で欠くもの 

5 号 
体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がることができない程度

の障害を有するもの 

6 号 

前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする

病状が前各号と同程度以上と認められる場合であって、日常生活の用を弁ずること

を不能ならしめる程度のもの 

7 号 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

 

○ 資料 2 

※ 障害年金 2 級程度の障害 

1 号 
両眼の視力がそれぞれ 0.07 以下のもの又は一眼の視力が 0.08、他眼の視力が手

動弁以下 

2 号 両耳の聴力レベルが 90 デシベル以上のもの 

3 号 平衡機能に極めて著しい障害を有するもの 

4 号 そしゃく機能を失ったもの 

5 号 音声又は言語機能を失ったもの 

6 号 
両上肢のおや指とひとさし指の機能を全廃したもの又は両上肢のおや指及びひと

さし指を欠くもの 

7 号 
一上肢の機能に著しい障害を有するもの又は一上肢のすべての指を欠くもの又は

一上肢のすべての指の機能を全廃したもの 

8 号 一下肢の機能を全廃したもの又は一下肢を大腿の 2 分の 1 以上で欠くもの 

9 号 体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

10 号 

前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を要する病状

が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受ける

か、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの 

11 号 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 
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○ 表 1 

日常生活動作評価表（ひとりでできるかどうか） 

動作 0 点 1 点 2 点 

1.タオルを絞る 

(水をきれる程度) 
できる うまくできない 全くできない 

2.とじひもを結ぶ 5 秒以内にできる 10 秒以内にできる 10 秒ではできない 

3.かぶりシャツを着て

脱ぐ 
30 秒以内にできる 1 分以内にできる 1 分ではできない 

4.ワイシャツのボタン

をとめる 
30 秒以内にできる 1 分以内にできる 1 分ではできない 

5.座る（正座・横座り・

あぐら・脚投げ出しの

姿勢を持続する） 

できる うまくできない 全くできない 

6.立ち上がる できる うまくできない 全くできない 

7.片足で立つ できる うまくできない 全くできない 

8.階段の昇降 できる うまくできない 全くできない 

  ※ なお、半身障害については、原則点数が 2 分の 1 になります。 

 

○ 表 2 

日常生活能力判定表 

動作 0 点 1 点 2 点 

1.食事 ひとりでできる 介助があればできる できない 

2.用便（月経）の始末 ひとりでできる 介助があればできる できない 

3.衣服の着脱 ひとりでできる 介助があればできる できない 

4.簡単な買物 ひとりでできる 介助があればできる できない 

5.家族との会話 通じる 少しは通じる 通じない 

6.家族以外の者との会   

話 
通じる 少しは通じる 通じない 

7.刃物・火の危険 わかる 少しはわかる わからない 

8.戸外での危険から身

を守る（交通事故） 
守ることができる 

不十分ながら守るこ

とができる 
守ることができない 

 

○ 資料 3 

特別障害者手当、障害児福祉手当所得制限基準額表     

 

1．本人の場合 

① 老人控除対象配偶者又は老人扶養親 

族 1 人につき 10 万円加算 

② 特定扶養親族 1 人につき 25 万円加算 

③ 16 歳以上 19 歳未満の控除対象扶   

養親族 1 人につき 25 万円加算 

2．配偶者及び扶養義務者の場合 

老人扶養親族（老人扶養親族のほかに    

扶養親族等がいないときは、当該老人 

扶養親族のうち 1 人を除いた人数） 

１人につき 6 万円加算 

扶養親族

の人数 

本人所得制限

（円） 

配偶者・扶養義務者 

所得制限（円） 

0 人 3,661,000 6,287,000 

1 人 4,041,000 6,536,000 

2 人 4,421,000 6,749,000 

3 人 4,801,000 6,962,000 

4 人 5,181,000 7,175,000 

5 人 5,561,000 7,388,000 
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2．障害児福祉手当（20 歳未満対象）               

（1）該当要件（下記のすべてを満たす人） 

① 施設、療養所などに入所していないもの 

② 本人又は扶養義務者の所得が所得制限（資料 3 参照）以内であること 

③ 障害程度が次のいずれかに該当すること 

○ 視覚障害 

・両眼の視力がそれぞれ 0.02 以下のもの 

・両眼の視力がそれぞれ 0.03 以下のもの又は一眼の視力が 0.04、他眼の視力が手動弁

以下のものであり、かつ、両眼の視野が 2 分の 1 以上欠損しているため日常生活の用

を弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

○ 聴覚障害 

・両耳の聴力レベルが 100 デシベル以上のもので、高度難聴用の補聴器を用いても全く

音声を識別できない程度のもの 

○ 肢体不自由 

・両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

・両上肢の全ての指を欠くもの 

・両下肢の機能を全廃したもの 

・両下肢の大腿を 2 分の 1 以上失ったもの  

・体幹の機能に座っていることができない程度の障害を有するもの 

○ 内部障害 

・心臓機能障害、呼吸器機能障害、じん臓機能障害 

・肝臓疾患（自己の身辺の日常生活活動が極度に制限される状態にあるもの） 

・血液疾患（同上） 

○ その他の疾患 

前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病

状があり、日常生活において常時の介護を必要とする程度のもの 

○ 精神障害 

・精神の障害については、日常生活において常時介護を必要とする程度以上 

・知的障害の程度については、年齢階層別の障害の程度が最重度とされる知能指数が、お

おむね 20 以下に相当するもの 

○ 障害の重複 

身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が

前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

（2）支給額等 

① 月額    市障害福祉課へお問い合わせください。 

② 支給月   年 4 回（2 月、5 月、8 月、11 月）、それぞれ前月分までを支給します。 

③ 支給方法  登録口座へ振り込み 

（3）申請窓口 

   市障害福祉課 
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3．特別児童扶養手当（20 歳未満対象）               

精神又は身体に障害を有する 20 歳未満の児童を養育している人に対して、福祉の増進を 

図るために手当が支給されます。 

（1）該当要件 

特別児童扶養手当支給対象表（政令別表 3、資料 5 参照）により、県の審査があります。

また、次のいずれかに該当する場合は支給が制限されます。 

① 児童が次のいずれかに該当するとき 

・ 日本国内に住所を有しないとき 

・ 障害を支給事由とする年金給付を受けることができるとき 

・ 児童福祉施設等に入所しているとき（母子入園を除く） 

② 受給者（父母又は養育者）が日本国内に住所を有しないとき 

③ 受給資格者若しくはその配偶者又はその扶養義務者（民法第 877 条第 1 項の者）の前

年の所得が所得制限限度額表（資料 4 参照）に示す額以上であるとき 

※ ③はその年の 8 月から翌年の 7 月までを支給しません。 

（2）支給額等 

① 月額  

市障害福祉課にお問い合わせください。  

② 支給期月  

年 3 回（4 月、8 月、12 月）それぞれ前月分までを支給します。 

※ 12 月期分(8～11 月分)については 11 月に支給します。 

③ 支給方法  

受給者名義の口座へ振り込み 

（3）申請窓口 

   市障害福祉課 
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○資料 4 

  特別児童扶養手当所得制限限度額表 

扶養親族の人数 受給者（円） 配偶者・扶養義務者（円） 

0 人 4,596,000 6,287,000 

1 人 4,976,000 6,536,000 

2 人 5,356,000 6,749,000 

3 人 5,736,000 6,962,000 

4 人 6,116,000 7,175,000 

以後 1 人増につき 380,000 を加算 213,000 を加算 

その他 

・老人控除対象配偶者又は老人扶

養親族がある場合 1 人につき

10 万円を加算 

・特定扶養親族がある場合 1 人に

つき 25 万円を加算 

・老人扶養親族がある場合 1 人につ

き 6 万円を加算（ただし、老人扶

養のみのときは、1 人を除いた 1

人につき 6 万円を加算） 

 

 所得控除の種類と控除 

控除の種類 本人控除額（円） 配偶者・扶養義務者控除額（円） 

雑損控除 相当額 相当額 

医療費控除 相当額 相当額 

小規模企業共済等掛金控除 相当額 相当額 

配偶者特別控除 相当額 相当額 

社会保険料控除 80,000 80,000 

障害者控除 270,000 270,000 

特別障害者控除 400,000 400,000 

寡婦控除 270,000 270,000 

ひとり親控除 350,000 350,000 

勤労学生控除 270,000 270,000 

給与所得又は公的年金等に

係る所得がある場合の控除 
100,000 100,000 
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○ 資料 5 

特別児童扶養手当支給対象表（政令別表 3）  

 

1 級 

1 両眼の視力がそれぞれ 0.03 以下のもの 

2 両耳の聴力レベルが 100 デシベル以上のもの 

3 両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

4 両上肢の全ての指を欠くもの 

5 両上肢の全ての指の機能に著しい障害を有するもの 

6 両下肢の機能に著しい障害を有するもの 

7 両下肢を足関節以上で欠くもの 

8 

 

体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がることができない程度

の障害を有するもの 

9 

 

 

前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする

病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活の用を弁ずること

を不能ならしめる程度のもの 

10 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

11 

 

身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態

が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

 

 

 2 級 

1 両眼の視力がそれぞれ 0.07 以下のもの 

2 両耳の聴力レベルが 90 デシベル以上のもの 

3 平衡機能に著しい障害を有するもの 

4 そしゃくの機能を欠くもの 

5 音声又は言語機能に著しい障害を有するもの 

6 両上肢の親指及び人さし指又は中指を欠くもの 

7 両上肢の親指及び人さし指又は中指の機能に著しい障害を有するもの 

8 1 上肢の機能に著しい障害を有するもの 

9 1 上肢の全ての指を欠くもの 

10 1 上肢の全ての指の機能に著しい障害を有するもの 

11 両下肢の全ての指を欠くもの 

12 1 下肢の機能に著しい障害を有するもの 

13 1 下肢を足関節以上で欠くもの 

14 体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの 

15 

 

 

前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする

病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受

けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの 

16 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

17 

 

身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態

が前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

〈備考〉視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、

矯正視力によって測定する。 
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4．防府市福祉年金                         

（1）対象者 

・身体障害者手帳 1～4 級 

・療育手帳Ａ・Ｂ（中度） 

（2）対象除外者 

・20 歳以上で公的年金を受給している人 

（厚生年金、国民年金等各法の老齢年金、遺族年金、障害年金等各種年金） 

・生活保護を受給している人 

・前年の所得額が所得制限限度額（下記参照）を超えている人 

（3）申請窓口 

   市障害福祉課 

（4）支給額等(年齢、障害等級によって異なります) 

① 支給額 

○ 20 歳未満 

・身体障害者手帳 1 級、2 級 
年額 40,000 円 

・療育手帳 Ａ 

・身体障害者手帳 3 級、4 級 
年額 30,000 円 

・療育手帳 Ｂ（中度） 

○ 20 歳以上 

・身体障害者手帳 1 級、2 級 
年額 30,000 円 

・療育手帳 Ａ 

・身体障害者手帳 3 級、4 級 
年額 20,000 円 

・療育手帳 Ｂ（中度） 

② 支給月 年 1 回 毎年 7 月（新規等不定期なものは原則申請の翌々月） 

   ③ 支給方法 登録口座に振り込み 

（5）所得制限限度額        

 

 

 

 

 

 

 

・老人控除対象配偶者又は老人扶養親族（70 歳以上）がいる場合は、 

制限額＋100,000 円×（その人数） 

・特定扶養親族（19 歳以上 23 歳未満）または控除対象扶養親族（16 歳以上 19 歳未満）

   がいる場合は、 

制限額＋250,000 円×（その人数） 

扶養親族等の人数 限度額（円） 

0 人 4,721,000 

1 人 5,101,000 

2 人 5,481,000 

3 人 5,861,000 

4 人 6,241,000 
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5．障害基礎年金（国民年金法、厚生年金法等） 

（1）受給要件 

以下の①被保険者等要件、②障害の要件、③保険料納付要件のすべてに該当する方が受

給できます。 

① 被保険者等要件 

障害の原因となった病気やけがの初診日（初めて医師等の診療を受けた日）が次のいず

   れかの間にあること      

・国民年金加入期間 

・20 歳前または日本国内に住んでいる 60 歳以上 65 歳未満の方で、年金制度に加入して

いない期間（老齢年金の繰上げ支給を受けていないこと） 

② 障害の要件 

障害の状態が、障害認定日（※1）または 20 歳に達したときに、障害等級表に定める

   1 級又は 2 級に該当していること 

※1 障害の原因となった病気やけがの初診日から 1 年 6 か月を過ぎた日、または 1 年 6

か月以内にその病気やけがが治った場合（症状が固定した場合）はその日 

③ 保険料納付要件 

次のいずれかに該当すること 

  ・初診日の前日において、初診日がある月の 2 ヶ月前までの被保険者期間で、国民年金保料

料納付済期間と保険料免除期間を合わせた期間が 3 分の 2 以上あること 

・初診日が令和１8 年 3 月末日までにあるときは、初診日において 65 歳未満であり、初診

日の前日において、初診日がある月の 2 ヶ月前までの直近 1 年間に保険料の未納期間が

ないこと 

（2）申請窓口 

   市保険年金課、街角の年金相談センター防府等 

 

6．特別障害給付金                     

（1）受給要件 

・平成 3 年 3 月以前に国民年金任意加入対象であった学生 

・昭和 61 年 3 月以前に国民年金任意加入対象であった被用者等の配偶者であって、当

時、任意加入していなかった期間内に初診日があり、現在、障害基礎年金の 1 級、2

級相当の障害の状態にある方。ただし、65 歳に達する日の前日までに当該障害状態に

該当し、請求された方に限られます。 

（2）申請窓口 

市保険年金課等 
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7．心身障害者扶養共済制度                     

障害者の保護者に万一のこと（死亡又は重度障害）があった場合、残された障害者に生涯

一定額の年金を支給して生活の安定を図るとともに、保護者の不安を少しでも軽減するため

の制度です。障害者の保護者がこの制度に加入し、毎月掛金を県に納めると、加入した保護

者（以下「加入者」という。）に万一のことがあった場合、残された障害者に対して県が 1

口につき月々2 万円の年金を一生涯支払います。また、加入者より障害者が先に死亡した場

合（要 1 年以上加入）、請求に基づいて一時金として加入期間に応じた弔慰金を支払います。 

（1）加入要件 

  ① 加入者の要件 

障害者の保護者で加入のときに次のすべての要件に該当する人 

・ 山口県内に住んでいる人 

・ 65 歳未満の方（基準日：毎年 4 月 1 日） 

・ 特別の疾病又は障害がなく、生命保険契約の対象となる健康状態の人 

・ 障害者 1 人に対して加入できる保護者は 1 人 

※ この場合の保護者とは、現に障害者を扶養している配偶者、父母、兄弟姉妹、祖父母、

その他の親族を指します。 

※ 1 人 2 口まで加入可能です。 

② 障害者（児）の要件 

以下のいずれかに該当する人で、将来独立自活することが困難と思われる人 

・知的障害 

・身体障害手帳の等級が 1 級～3 級の身体障害 

・上記と同程度の障害と認められるような精神又は身体の永続的な障害 

（統合失調症、脳性麻痺、進行性筋萎縮症、自閉症、血友病など） 

（2）掛金の額 

加入者の加入時の年齢によって次のように区分されます。 

年齢 掛金月額（1 口）（円） 

35 才未満 9,300 

35～39 歳 11,400 

40～44 歳 14,300 

45～49 歳 17,300 

50～54 歳 18,800 

55～59 歳 20,700 

60～64 歳 23,300 

  

（3）掛金の減免等 

   次の場合は、1 口目の掛金が免除もしくは減額されます。 

① 生活保護を受給している場合 全額免除 

  ② 市町村民税が非課税の場合 掛金の半額免除 

  ※ 加入者が 65 歳に達し、かつ継続して 25 年以上加入した場合は掛金は全額免除となり

ます。 

   ※ 掛金を支払われている加入者については、毎年度、年に 2 回、市からその年度の納入済

額の半額補助があります。（1 口目のみ） 

（4）申請窓口 

市障害福祉課 
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1．補装具費「購入・借受け・修理」の支給                 

身体障害者の失われた身体機能を補い、又は代替し、かつ、長期間にわたり継続して使用 

される用具（補装具）の購入費、借受け費又は修理費を支給します。(原則、自己負担は 1 割。

ただし、所得による負担上限があります。） 

購入・借受け・修理前に必ず申請が必要になります。 

（1）対象者  

① 障害者等（障害者および障害児）：身体障害者手帳の所持者（同時に手帳申請可） 

② 難病患者等（難病患者および難病児童） 

（2）申請窓口 

   市障害福祉課 

（3）申請手順 

① 補装具費（購入・借受け・修理）の支給を希望する障害者等、難病患者等及びその家族

は、所定の申請書（必要に応じて医師の意見書等）を提出してください。また、補装具

の購入・借受け・修理を依頼する業者を決め、見積書を市に提出するように依頼してく

ださい。 

② 市は、申請書及び見積書の内容を審査した上で支給決定をし、申請者に補装具費支給券

を送付します。 

③ 申請者と業者は、市の支給決定を受けて契約をし、業者は補装具の発注・作成、又は修

理をします。 

④ 申請者は、給付券に署名・押印をし、自己負担金と共に業者に提出します。業者は、そ

れらと引き換えに補装具を引き渡します。 

（4）補装具の種類 

対象障害 補装具の種類 

肢体不自由 義手、義足、装具、座位保持装置、車椅子（電動含む）、歩行器、歩行補助

杖、重度障害者用意思伝達装置 

視覚障害 安全杖、義眼、眼鏡 

聴覚障害 補聴器、人工内耳（修理のみ） 

身体障害児 座位保持椅子、起立保持具、頭部保持具、排便補助具 

難病患者等 車椅子、電動車椅子、歩行器、意思伝達装置、整形靴、その他の補装具も

対象 

※ 補装具によって障害や難病等の種別、程度など支給要件が変わりますので、市・医師・

業者等に確認してください。 

※ 給付には補装具の支給要件である障害や難病等の種別・程度を満たしている必要があ

ります。 

 

 

 補装具費・日常生活用具費の給付 
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2．日常生活用具費の給付                   

障害のため日常生活を営むのに支障がある障害者等（障害者および障害児）、難病患者等（難 

病患者および難病児童）につき、必要に応じ日常生活上の便宜を図るための用具（日常生活

用具）を給付します。(自己負担は 1 割（ただし、世帯所得による負担上限あり、下記「自己

負担区分表」参照）。) なお、修理に対する給付はありません。 

購入前に必ず申請が必要になります。 

（1）対象者 

① 障害者等（障害者および障害児）：身体障害者手帳の所持者 

② 難病患者等（難病患者および難病児童） 

※ 障害によって給付対象用具が異なります（別表 P. 34-37 参照）。 

（2）申請窓口 

   市障害福祉課 

（3）申請手順 

① 日常生活用具の支給を希望する障害者等、難病患者等及びその家族は、所定の申請書（必

要に応じて医師の意見書等）を提出してください。また、日常生活用具を購入する業者

を決め、見積書を市に提出するように依頼してください。 

② 市は、申請書及び見積書の内容を審査した上で支給決定し、申請者に日常生活用具給付

券を送付します。 

③ 申請者は、給付券に署名・押印をし、自己負担金と共に業者に提出します。業者は、そ

れらと引き換えに日常生活用具を引き渡します。 

（4）日常生活用具の種類 

※ 別表（Ｐ.34-37 参照） 

（5）自己負担区分表 

 

 

 

 

 

 

※ ただし、障害者等、難病患者等の本人又は世帯員のいずれかが一定所得以上の場合（本人

又は世帯員のうち市民税所得割の最多納税者の納税額が 46 万円以上の場合）には補装

具・日常生活用具の給付対象外とします。 

※ 補装具・日常生活用具には補助基準額が設定されており、当該基準額を超える額について

は、自己負担となります。 

 

 

 

 

 

 

世帯区分 世帯の収入状況 負担上限月額（円） 

生活保護 生活保護受給世帯 0 

低所得 市民税非課税世帯 0 

一般 市民税課税世帯 37,200 
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3．軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業            

補聴器の早期装用を促し、聴力向上、言語発達支援、周囲とのコミュニケーション障害及 

びそれに伴う情緒障害の改善を図るため、身体障害者手帳所持者を対象とする補装具費支給

制度の対象外となっている軽度・中等度難聴児の補聴器購入（修理）費用の助成を行ってい

ます。 

（1）助成対象者 

以下の要件をすべて満たす人です。 

① 防府市内に住所を有している 18 歳未満の人 

② 両耳の聴力レベルが 30ｄＢ以上 70ｄＢ未満で身体障害者手帳の交付対象とならな 

い人 

※ 医師が必要と認める場合は、30ｄＢ未満も対象となります。 

（2）申請窓口 

   市障害福祉課 

（3）助成対象費用 

① 補聴器購入費用 

② 補聴器の耐用年数 5 年経過後に補聴器を再購入する費用 

③ 補聴器の修理に要する費用 

（4）申請方法 

申請書、医師意見書（※）、補聴器見積書を提出してください。 
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（別表）日常生活用具給付等事業対象用具（障害者等） 

種目 対象者 耐用年数 補助基準額（円） 

介護・訓

練支援

用具 

特殊寝台 2 級以上の下肢又は体幹機能

障害 

8 年 154,000 

特殊マット 5 年 19,600 

特殊尿器  ※特殊マットについては、重

度知的障害児（者）・精神障害

児（者）も対象 

5 年 67,000 

入浴担架 5 年 82,400 

体位変換器 5 年 15,000 

移動用リフト 4 年 159,000 

訓練イス（児のみ）   5 年 33,100 

訓練用ベッド（児のみ）   8 年 159,200 

自立生

活支援

用具 

入浴補助用具 下肢又は体幹機能障害 8 年 90,000 

便器 2 級以上の下肢又は体幹機能

障害 

8 年 4,450 

手すり付の場合 

5,400 

Ｔ字状・棒状のつえ 平衡機能又は下肢もしくは体

幹機能障害 

3 年 木材   2,200

軽金属  3,000 

移動・移乗支援用具 8 年 60,000 

頭部保護帽 平衡機能又は下肢もしくは体

幹機能障害、てんかんの発作等

により頻繁に転倒する重度知

的障害児（者）・精神障害者 

3 年 

12,160 

特殊便器 2 級以上の上肢障害 8 年 151,200 

火災警報器 障害種別に関わらず火災発生

の感知・避難が困難な重度障害

者のみの世帯 

8 年 15,500 

自動消火器 

※一世帯 2 個まで 

8 年 

28,700 

電磁調理器 2 級以上の視覚障害 

（視覚障害のみの世帯） 

6 年 

41,000 

歩行時間延長信号機用小型送信機 2 級以上の視覚障害 10 年 7,000 

聴覚障害者用屋内信号装置 2 級以上の聴覚障害 10 年 87,400 

在宅療

養等支

援用具 

透析液加温器 腎臓機能障害でＣＡＰＤ利用者 5 年 51,500 

ネブライザー（吸入器） 3 級以上の呼吸器機能障害又

はそれと同程度 

5 年 36,000 

電気式たん吸引器 5 年 56,400 

ネブライザー・電気式たん吸引器両用型  5 年 92,400 

酸素ボンベ運搬車 在宅酸素療法者 10 年 17,000 

人工呼吸器用自家用発電機、外部バッテ

リー、又は蓄電池（いずれか 1 品目） 

人工呼吸器の装着が必要な障

害者等 

5 年 

100,000 

盲人体温計（音声式） 2 級以上の視覚障害 

（視覚障害のみの世帯） 

5 年 9,000 

盲人用体重計 5 年 18,000 

動脈血中酸素飽和度測定器 

（パルスオキシメーター） 

3 級以上の呼吸器機能障害、心

臓機能障害又はそれと同程度 
5 年    157,500 
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情報・ 

意思疎

通支援

用具 

携帯用会話補助装置 音声言語機能障害又は肢体不

自由者であって発声発語に著

しい障害を有する者 

5 年 98,800  

情報・通信支援用具(ＰＣ周辺機器等) 2 級以上の上肢機能障害又は

視覚障害 

5 年 100,000  

点字ディスプレイ 盲ろう、視覚障害 6 年 383,500  

点字器 

2 級以上の視覚障害 

（ただし、点字器と視覚障害

者用拡大読書器は級を問わな

い。） 
 

標準型 

7 年 

携帯用 

5 年 

標準型 

 標準型  

A 32 マス 18 行、両面書所真鍮板製 

A 10,400 

B  6,600 

B 32 マス 19 行、両面書ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ製  

携帯用 携帯用 

A 32 マス 4 行、片面書ｱﾙﾐﾆｭｰﾑ製 A  7,200 

B 32 マス 12 行、片面書ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ製 B  1,650 

点字タイプライター 5 年 63,100  

視覚障害者用ポータブルレコーダー 6 年 録音再生機 

89,800  

再生専用機 

36,750  

視覚障害者用活字文書読上げ装置 6 年 115,000  

視覚障害者用拡大読書器 8 年 198,000  

盲人用時計 10 年 触読時計 

10,300  

音声時計 

13,300  

聴覚障害者用通信装置 聴覚障害又は音声言語機能障

害（音声言語は 4 級以上） 

5 年 71,000  

FAX    30,000 

聴覚障害者用情報受信装置 聴覚障害 6 年 88,900  

人工喉頭 喉頭摘出者 笛式 

4 年 

電動式 

5 年 

笛式 

5,000  

電動式 

70,100  

視覚障害者用情報受信装置 2 級以上の視覚障害 

（原則学齢児以上） 

6 年 29,000 

視覚障害者用ワードプロセッサー（共

同利用） 視覚障害 

- 1,030,000  

点字図書 - - 

住宅改

修費 

居宅生活動作補助用具 3 級以上の下肢、体幹機能障

害又は乳幼児期非進行性脳病

変 

- 200,000  
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※種目の性能及び対象者の等級等範囲については、平成 12 年 3 月 31 日厚生省大臣官房障害

保健福祉部長通知の「重度身体障害者日常生活用具給付等事業実施要綱」及び「重度障害児・

者日常生活用具給付等事業実施要綱」、「平成 18 年 3 月 27 日身体障害者福祉法厚生労働省

告示第 153 号」及び「児童福祉法厚生労働省告示 154 号」に準じます。要綱に定められ

ていないものは、別に定めています。 

 

排泄管

理支援

用具 

ストーマ装具 

 蓄便袋 

 蓄尿袋 

 洗腸装具 

  

  

 

 

ストーマ造設者（児） 
 

2 ヶ月 蓄便袋 

20,000  

蓄尿袋 

26,000  

6 ヶ月 洗腸装具 

35,432  

紙おむつ等（紙おむつ、洗腸用具、サ

ラシ・ガーゼ等衛生用品） 

次のいずれかに該当する者で

あって、紙おむつを必要とす

るもの。 

①ストーマの著しい変形等に

よりストーマ装具を装着する

ことができない身体障害者

(児) 

②高度の排便機能障害者(児)

又は排尿機能障害者(児) 

③乳幼児期非進行性脳病変に

よる運動機能障害の移動機能

障害かつ意思表示が困難な者  

2 ヶ月      

24,000 

収尿器 

 男性用 A 普通型 

     B 簡易型 

 女性用 A 普通型 

     B 簡易型 

  

 

 

排尿機能障害者等 
 

1 年 男性用 

A  7,700 

B  5,700 

女性用 

A  8,500 

B  5,900 
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※種目の性能及び対象者の範囲については、平成 23 年 3 月 25 日厚生労働省健康局長通知（健

発 325 第 4 号）の「難病特別対策推進事業実施要綱」に準じます。 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活用具給付等事業対象用具（難病患者等） 
  

種目 対象者 耐用年数 補助基準額（円） 

便器 

常時介護を要する者 8 年 

4,450 

手すり付の場合 

5,400 

特殊マット 
寝たきりの状態にある者  

5 年 19,600 

特殊寝台 8 年 154,000 

特殊尿器 自力で排尿できない者 5 年 19,600 

体位変換器 寝たきりの状態にある者 5 年 15,000 

入浴補助用具 入浴に介助を要する者 8 年 90,000 

移動・移乗支援用具 

（手すり、スロープ等） 
下肢が不自由な者 8 年 60,000 

電気式たん吸引器 
呼吸器機能に障害のある者 

5 年 56,400 

ネブライザー 5 年 36,000 

移動用リフト 

下肢又は体幹機能に障害のある者 
4 年 159,000 

居宅生活動作補助用具 - 200,000 

特殊便器 上肢機能に障害のある者 8 年 151,200 

訓練用ベッド 
下肢又は体幹機能に障害のある者 8 年 159,200 

自動消火器 
火災発生の感知及び避難が著しく

困難な難病患者等のみの世帯及び

これに準ずる世帯 

8 年 28,700 

動脈血中酸素飽和度測定

器 

（パルスオキシメーター） 

人工呼吸器の装着が必要な者 5 年 157,500 
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1．鉄道運賃等の割引                    （ＪＲ等各鉄道会社） 

（1）ＪＲグループの運賃割引 

身体障害者手帳、療育手帳または精神障害者保健福祉手帳（いずれも旅客鉄道株式会

社旅客運賃減額欄に第 1 種または第 2 種の記載のあるもの）の交付を受けている方が割

引の対象です。割引の内容（割引区間、乗車券の種類、割引率、購入方法など）につい

てはＪＲ各社の公式ウェブサイトをご覧ください。 

 

（2）私鉄・地下鉄等その他鉄道路線の運賃割引 

ＪＲ以外の私鉄（民営鉄道）も割引を行っている場合があります。ただし、鉄道会社に

より取扱が異なる場合がありますので、詳細については各鉄道会社にお問合せください。 

自治体や公団が運営している地下鉄も、独自に運賃割引基準を設けている場合がありま

すので、詳細は各地下鉄運営事業団にお問合せください。 

 

2．バス運賃の割引                        （各バス会社等） 

障害者手帳の提示により運賃が割引になる場合があります。対象となる障害者手帳、割引

率、購入方法等については各会社で異なりますので、各窓口にお問合せください。  

 

3．乗船運賃の割引                       （乗船券販売所等） 

障害者手帳の提示により運賃が割引になる場合があります。対象となる障害者手帳、割引

率、購入方法等については各会社で異なりますので、各窓口にお問合せください。  

 

4．航空運賃の割引                        （各航空会社等） 

障害者手帳の提示により運賃が割引になる場合があります。対象となる障害者手帳、割引

率、購入方法等については各会社で異なりますので、各窓口にお問合せください。 

 

  

 

公共料金等の割引・助成制度 
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5．有料道路通行料金の割引                    

（1）対象者 

① 身体障害者が自ら運転する乗用自動車等 

② 第 1 種身体障害者若しくは第 1 種知的障害者が乗車しその移動のために介護者が運転 

する自動車等 

※ 対象となる車両の条件があります。 

※ レンタカーや他人名義の車を運転する場合、また、タクシーに乗車する場合（第 1 種障 

害者のみ）も対象です。 

※ 詳細は市障害福祉課へお問合せください。 

（2）割引率 

     50％以内 

（3）申請窓口 

・市障害福祉課 

・オンライン申請（自動車を事前登録のうえ ETC 利用申請される場合のみ可能） 

 ※マイナンバーカード及びマイナポータルへの登録が必要です。 

（4）申請・変更・更新手続き 

障害者割引を受けるためには、事前に申請が必要です。ETC 利用申請をされる場合は、 

自動車 1 台と ETC カード及び ETC 車載器の登録も必要になります。 

必要書類 手続き内容 

ETC を利用する場合 ETC を利用しない場合 

障害者本人の手帳 〇 〇 

自動車車検証 〇 × 

ETC カード（障害者本人名義） 〇 × 

ETC 車載器セットアップ 

申込書・証明書等 
〇 × 

運転免許証 

（障害者本人が運転される場合） 
〇 〇 

  ※18 歳未満の重度の障害者で、本人以外の運転による割引を受ける場合に限り、 

   親権者又は法定後見人名義の ETC カードも対象になります。 

  ※自動車や ETC カード等の変更がある場合は、随時変更申請が必要です。  

（5）利用方法        

ETC を利用しない場合：料金所で一般レーンを通過し、料金所で手帳を提示します。 

ETC を利用する場合：料金所で ETC レーンを通過します。 

※ 必ず事前登録が必要です。 

（6）有効期限 

・新規申請の場合は申請日から 2 回目の誕生日までが有効期限となります。 

・有効期限の 2 か月前から更新手続きができます。有効期限の前日までに更新申請をし

た場合は、その日から 3 回目の誕生日までが有効期限です。（最長 2 年 2 か月）。 
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6．第 2 種身体障害児通院時有料道路利用料金の助成  

   通院の際に利用した有料道路利用料金の半額を助成します。 

（10 円未満の端数は切り捨て）         

（1）対象者 

防府市に住所を有し、身体障害者手帳第 2 種の交付を受けている 18 歳未満の障害児。 

（2）申請窓口 

     市障害福祉課 

（3）手続き  

該当する有料道路利用料金を支払った月の翌日から起算して 1 年以内に、当該通院に係 

る医療費の領収書及び有料道路利用料金の領収書を窓口に持参してください。 

※ 医療費の領収書が受けられない場合は、通院証明書を持参ください。     

       

7．タクシー運賃の割引                     

各種障害者手帳の提示により運賃が割引になる場合があります。 詳しくは各タクシー会社

にお問合せください。 

 

8．タクシー利用料金の助成（福祉タクシー利用券の交付）     

（1）対象者 

身体障害者手帳 1～3 級、療育手帳 A 及び精神障害者保健福祉手帳 1 級の所持者 

※「９．高齢者等バス・タクシー運賃助成券」と、この制度の両方を受けることはでき

ません。 

（２）助成内容 

1 回の乗車につき  

①支払金額が 1,000 円未満の場合 500 円（1 枚） 

 ②支払金額が 1,000 円以上の場合 500 円（1 枚）又は 1,000 円（2 枚） 

※ 利用者が選択できます。 

※ 防府市の指定を受けたタクシー会社でのみ利用可能です。 

（３）配布数 

原則 1 人年間 1 冊（最大 50 枚） 

ただし、人工透析を受けており、自動車税又は軽自動車税を減免されておらず、医療

機関による送迎を受けていない場合は複数冊交付が可能です。複数冊交付を希望される

場合は、通院証明書（市の様式）が必要となりますので、詳しくは市障害福祉課へお問

合せください。 

週 1 回通院  年間 2 冊（最大 100 枚）  

週 2 回通院  年間 4 冊（最大 200 枚） 

週 3 回通院  年間 6 冊（最大 300 枚） 

※7 月以降に申請された場合は、申請月に応じて交付枚数が減ります。 

※「7．タクシー運賃の割引」と併用が可能です。 
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（４）手続き 

◆前年度に福祉タクシー利用券の交付を受けた方 

年度末（３月中旬頃）に、翌年度の福祉タクシー利用券を対象者の住所へ郵送します。

※住民票の住所宛に送付します。送付先の変更はできません。 

※郵送を希望しない方は市障害福祉課へご連絡ください。 

 

 ◆上記以外の方 

障害者手帳をお持ちの上、市障害福祉課窓口にお越しください。 

 

9．高齢者等バス・タクシー運賃助成券 

（1）対象者 

   下記のいずれかに該当する人 

① 70 歳以上で運転免許証を持っていない人 

（小型特殊自動車の免許のみを持っている人は対象） 

② 65 歳以上で運転免許証を全て自主返納した人 

③ 身体障害者手帳 1～3 級、療育手帳Ａ又は精神障害者保健福祉手帳 1 級を所有している人 

※「8．タクシー利用料金の助成」と、この制度の両方を受けることはできません。 

（2）助成内容 

利用券の交付（交付枚数は申請月により変わります） 

①、②のいずれかを選べます。 

① バスのみ 最大 96 枚 

100 円引／1 枚 

② バス・タクシー兼用 最大 48 枚  

バス 200 円引／1 枚 

タクシー 2 割引／1 枚          

※ タクシー運賃が 1,000 円以下の場合は 200 円引 

（3）手続き 

   市高齢福祉課（市役所本館２階①番窓口 電話 25-2119 FAX 27-0098） 

   ※手続き内容により必要なものが異なりますので、事前に市高齢福祉課にお問い合わせ

ください。 

 

10．ＮＨＫ放送受信料の減免                  

カラーテレビ及び衛星カラーテレビの受信料について全額免除又は半額免除されます。 

（1）対象者 

次のいずれかに該当する場合に限ります。 

① 全額免除 

  身体・知的・精神の手帳所持者を構成員とする世帯で、その構成員の全員が市町村民 

税非課税の場合 
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② 半額減免 

・住民基本台帳法による世帯主（以下、世帯主）が、ＮＨＫの受信契約者で身体障害者 

 手帳を所持する視覚障害者又は聴覚障害者である場合 

・世帯主が、ＮＨＫの受信契約者で重度の障害者（身体障害者手帳【1～2 級】、療育手

 帳【A】、精神障害者保健福祉手帳【1 級】）である場合 

※ 障害者が施設入所等で自宅にいない場合は、自宅の受信料は免除の対象になりません。 

※ 生活保護受給者や戦傷病者手帳所持者も免除の対象になることがあります。 

（2）申請窓口 

       市障害福祉課等 

（3）手続き 

障害者手帳と印鑑を市障害福祉課にお持ちください。 

※ 受信料や免除制度の詳細は、ＮＨＫ山口放送局（電話083-921-3711）までお

問合せください。 

 

11．公共施設等の利用料等の割引制度                

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者が、博物館や美術館、公園、

映画館等の各種公共施設を利用する場合、その利用料等について減免又は免除の適用を受

けることが可能な場合があります。割引制度の有無や割引率等は各施設により異なります

ので、直接施設にお問合せください。 

 

12．やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度              

歩行が困難な身体障害者や重度の知的障害者、重度の精神障害者、介護が必要な高齢者

や妊産婦等に対し、山口県が認定した障害者専用駐車スペース「やまぐち障害者等専用駐

車場」を利用する為の利用証を交付する制度です。全国の制度導入都道府県の協力施設の

駐車場でも利用可能です。 

（1）対象者 

下記のいずれかの条件に該当する人で、歩行や乗降が困難な人 

① 身体障害者 

身体障害者手帳の障害名欄の等級が次に該当する人 

・視覚障害                   1～4 級 

・聴覚又は平衡機能障害（聴覚障害）       2、3 級 

・聴覚又は平衡機能障害（平衡機能障害）     3、5 級 

・肢体不自由（上肢）              1～4 級 

・肢体不自由（下肢）              1～6 級 

・肢体不自由（体幹）              1～3、5 級 

・脳病変による運動機能障害（上肢機能）     1、2 級 

・脳病変による運動機能障害（移動機能）     1～6 級 

・心臓機能障害                 1、3、4 級 

・じん臓機能障害                1、3、4 級 
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・呼吸器機能障害                1、3、4 級 

・ぼうこう又は直腸機能障害           1、3、4 級 

・小腸機能障害                 1、3、4 級 

 ・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害    1～4 級 

   ・肝臓機能障害                 1～4 級 

② 知的障害者 

   療育手帳【Ａ】所持者 

③ 精神障害者 

   精神障害者保健福祉手帳【1 級】所持者 

④ 高齢者 

要介護認定者【要介護 1～5】 

⑤ 難病患者 

   特定疾患医療受給者証所持者 

⑥ けが人 

   けがにより、車椅子や杖等を使用している人（診断書必要） 

⑦ 妊産婦 

 妊娠 7 か月～産後 1 年までの人 

（産後は乳児同乗の場合のみ適用、母子健康手帳必要） 

⑧ その他、診断書等により駐車場の利用について配慮が必要と認められる人 

（2）申請窓口 

   市障害福祉課、市こども相談支援課（こども家庭センター） 

（3）手続き 

障害者手帳や母子健康手帳等、要件が確認できるものをお持ちください。 

 

13．携帯電話障害者割引                     

障害者手帳を所持していることにより、基本使用料等が割引になる場合があります。対

象となる障害者手帳、割引率、手続きの方法等については携帯電話各社により異なります

ので、携帯電話各社（携帯電話販売店）に直接お問合わせください。 

 

14．緊急告知防災ラジオ無償配布                   

    緊急告知防災ラジオ（以下「防災ラジオ」という。）とは、災害などの緊急時に防災行政 

無線の放送（避難情報など）を FM わっしょいの電波などを利用して自動受信する防災専

用ラジオです。障害者手帳所持者がいる世帯は、無償配布の対象となります。 

  ※ 平時は AM・FM ラジオとしても使用できます。 

※ 電源 OFF でも防災行政無線の放送を自動的に受信し、最大音量で放送します。 

（1）手続き 

市防災危機管理課、市障害福祉課、出張所にて、備え付けの申請書でお申し込みくださ

い。 
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1．所得税、市・県民税（住民税）         

特別障害者控除（所得税、市・県民税） 

本人、同一生計配偶者、扶養親族が特別障害者（注）の場 

合、所得金額から右の額を控除します。 

所得税 400,000 円 

市・県民税 300,000 円 

障害者控除（所得税、市・県民税） 

本人、同一生計配偶者、扶養親族が障害者（特別障害者を 

除く）の場合、所得金額から右の額を控除します。 

所得税  270,000 円 

市・県民税 260,000 円 

同居特別障害者控除（所得税、市・県民税） 

同一生計配偶者または扶養親族が特別障害者であり、かつ 

本人、配偶者又は本人と生計を一つにするその他の親族のい

ずれかと同居している場合、特別障害者控除額に右の額を加

算します。 

所得税 350,000 円 

市・県民税 230,000 円 

障害者の非課税限度額（市・県民税） 

障害者であって、前年中の合計所得金額が 135 万円以下の方は、市・県民税は非課税です。 

利子所得等の非課税（所得税）  ※ 各金融機関にてご相談ください 

障害者の下記に係る利子等については非課税です。 

① 元本合計額 350 万円以下の預貯金、合同運用信託、有価証券等 

② 額面合計額 350 万円以下の国債及び地方債 

（注）特別障害者とは、次のいずれかに当てはまる人です。 

（1）身体障害者手帳 1、2 級所持者 

（2）療育手帳Ａ所持者 

（3）精神障害者保健福祉手帳 1 級所持者 

（4）満 65 歳以上で重度の障害があり、重度の障害者手帳認定等級に準ずるものとして、市 

町村長等や福祉事務所長の認定を受けた人 

（5）戦傷病者手帳の交付を受けており、障害の程度が恩給法に定める特別項症～第 3 項症に 

該当する人      

（6）原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の規定により、厚生労働大臣の認定を受けて 

いる人 

（7）前年の 12 月 31 日の現況で引き続き 6 ヶ月以上に渡り、身体障害により寝たきりの状 

態で複雑な介護を必要とする人 

（8）精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある人 

※ 成年被後見人は、精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にあるものとして、 

特別障害者に該当します。 

※ 障害者控除等の適用を受ける為には、確定申告（所得税が非課税の場合は市・県民税申

告）、又は年末調整が必要です。（利子所得割等については各金融機関にご相談ください。） 

税の減免等 



45 

 

2．自動車税                   

（1）障害者本人が運転する場合 

 1 2 3 4 5 6 

視覚障害       

聴覚障害       

平衡機能障害       

音声機能障害   ※1    

上肢不自由       

下肢不自由       

体幹不自由       

乳幼児期以前の非進行性脳病

変による運動機能障害 

上肢機能（※2）       

移動機能       

心臓機能障害       

じん臓機能障害       

呼吸器機能障害       

ぼうこう又は直腸機能障害       

小腸機能障害       

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害       

肝臓機能障害       

精神障害者       

知的障害者 療育手帳の障害の程度が「Ａ（重度）」 

 

（2）同一生計者、常時介護者が運転する場合 

 
1 2 3 4 5 6 

視覚障害       

聴覚障害       

平衡機能障害       

上肢不自由       

下肢不自由       

体幹不自由       

乳幼児期以前の非進行性脳病

変による運動機能障害 

上肢機能（※2）       

移動機能（※3）       

心臓機能障害       

じん臓機能障害       

呼吸器機能障害       

ぼうこう又は直腸機能障害       

小腸機能障害       

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害       

肝臓機能障害       

精神障害者       

知的障害者 療育手帳の障害の程度が「Ａ（重度）」 

（注）自動車の名義は障害者本人及び障害者と生計を一つにする人 

※1 喉頭摘出者に限る 

※2 両上肢に障害がある人に限る 

※3 両下肢に障害がある人に限る 

  ※ 身体障害者で二つ以上の障害が重複する場合には、身体障害者手帳の「身体障害者等級 

による級別」欄の等級により判定します。 

手帳の等級 
障害区分 

手帳の等級 
障害区分 
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3．軽自動車税                           

（1）障害者本人が運転する場合 

 1 2 3 4 5 6 

視覚障害       

聴覚障害       

平衡機能障害       

音声機能障害   ※1    

上肢不自由       

下肢不自由       

体幹不自由       

上肢機能障害  ※2     

移動機能障害       

心臓機能障害       

じん臓機能障害       

呼吸器機能障害       

ぼうこう又は直腸機能障害       

小腸機能障害       

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害       

肝臓機能障害       

精神障害者       

知的障害者 療育手帳の障害の程度が「Ａ（重度）」 

 

（2）同一生計者、常時介護者が運転する場合 

 
1 2 3 4 5 6 

視覚障害       

聴覚障害       

平衡機能障害       

上肢不自由       

下肢不自由       

体幹不自由       

上肢機能障害  ※2     

移動機能障害   ※3    

心臓機能障害       

じん臓機能障害       

呼吸器機能障害       

ぼうこう又は直腸機能障害       

小腸機能障害       

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害       

肝臓機能障害       

精神障害者       

知的障害者 療育手帳の障害の程度が「Ａ（重度）」 

（注）自動車の名義は障害者本人及び障害者と生計を一つにする人 

※1 喉頭摘出者に限る 

※2 両上肢に障害がある人に限る 

※3 両下肢に障害がある人に限る 

  ※ 身体障害者で二つ以上の障害が重複する場合には、身体障害者手帳の「身体障害者等級 

による級別」欄の等級により判定します。 

 

 

手帳の等級 

手帳の等級 
障害区分 

障害区分 
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4．個人事業税                          

重度の視力障害者（失明又は両眼の視力が 0.06 以下の方）があんま、マッサージ、指圧、

はりきゅう、柔道整復その他医業に類する事業を個人で営む場合は、個人事業税は非課税と

なります。 

（1）申請窓口 

     県税事務所 

 

5．相続税                              

障害者が相続又は遺贈により財産を取得した相続人である場合は、障害の程度及び年齢に

応じて相続税の税額が減額されます。 

（1）申請窓口 

     税務署 

 

6．贈与税                              

   特定障害者の生活費等に充てる為の財産の信託について、贈与税の非課税の制度がありま

す。 

  特定障害者とは、①特別障害者（P.44（注）参照）、②特別障害者以外の障害者のうち精

神に障害がある方をいいます。 

（1）申請窓口 

     税務署 

 

7．税務関係機関 

税金の減免等に関する相談や申請等については、下記の機関にて受付します。 

名称 所在地 電話／FAX 

防府税務署 

（所得税、相続税、贈与税） 
防府市緑町一丁目 2 番 12 号 電話：22－1400(代) 

 

山口県税事務所 

自動車税、環境性能割、 

個人事業税 

○自動車税（その他）・個人事業税 

山口市神田町 6 番 10 号 

（山口総合庁舎 1 階） 

山口県税事務所 

電話（083）925－3111 

FAX（083）925－4149 

○自動車税・環境性能割（新規登録） 

山口市葵一丁目 5 番 58 号 

（山口県税事務所自動車税課） 

県税事務所自動車税課 

電話（083）922-7691 

FAX（083）922-7695 

防府市課税課 

（市・県民税、軽自動車税） 
防府市寿町 7 番 1 号（本館３階） 

電話 25－2169 

FAX 25－2250 
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1．障害福祉サービス                     

障害のある人が地域で安心して暮らせるよう、総合的に支援する制度です。平成 25 年 4

月から施行された障害者総合支援法により、制度の谷間のない支援を提供する観点から障害

者総合支援法の障害者の定義に「難病患者等」が追加されました。 

（1）対象者 

     下記のいずれかに該当する人 

① 障害者手帳（身体・療育・精神障害者保健福祉）の交付を受けている人 

② 自立支援医療（精神通院医療）の適用を受けている人 

③ 医師意見書・診断書等により障害内容が確認できる人（身体障害者は除く） 

④ 難病患者等 

（2）障害福祉サービスの支援内容 

① 介護給付･･･日常生活上又は療養上の必要な介護を行います。 

② 訓練等給付･･･各種リハビリテーションや就労・生活訓練等を行います。 

③ 地域相談支援給付･･･施設や病院に長期間入所・入院していた障害者が地域での生活に 

移行する為の準備等について支援をしたり、単身で居宅生活している障害者に対し連絡・

相談等のサポート体制を整えます。 

④ 計画相談支援給付･･･サービス等利用計画の作成等を行います。 

※ 各サービスの種類や対象については、Ｐ.49 降参照 

（3）サービス利用の手続き 

① 相談・申請 

市障害福祉課に相談や申請をします。 

② 調査 

      市は申請に基づき、対象者への 80 項目の聞き取り調査などを行います。 

③ 障害支援区分の認定 

調査結果により、審査・判定が行われ、必要な支援の度合に応じて障害支援区分が決め

られます。（介護給付の場合は主治医への意見書の作成依頼が必要となります）また、訓

練等給付、地域相談支援給付、地域生活支援事業の給付の利用を希望される場合は、障害

支援区分の判定は行われません。 

④ サービス等利用計画案の提出 

相談支援事業者にサービス等利用計画案の作成を依頼します。計画案完成後、指定相談

支援事業者が市に提出します。 

⑤ 支給決定 

サービスの支給を決定し、水色のサービス受給者証を交付します。 

⑥ サービス利用開始 

受給者証受領後、ご本人が希望するサービスを提供する事業者や施設を選び、契約によ

りサービス利用を開始します。 

 

障害福祉サービス・障害児通所支援 
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（4）利用者負担 

原則として、利用者の自己負担はサービスにかかる費用の 1 割ですが、世帯の収入状況

等により、月額負担上限額が設定されます。 

※ 地域相談支援給付事業、計画相談支援給付事業の利用者負担はありません。 

○ 利用者負担額表（障害者） 

区分 所得区分 利用者上限額（円） 

生活保護 生活保護世帯 0 

低所得 市町村民税非課税世帯 0 

一般① 市町村民税課税世帯（所得割 16 万円未満） 

※20 歳以上の入所施設、グループホーム利用者を

除く。 

9,300 

一般② 上記以外 37,200 

   ※ 世帯の範囲は障害者とその配偶者 

（5）サービスの種類・内容 

① 介護給付事業（日常生活上又は療養上必要な介護サービスを行います） 

サービス種類 サービス内容 対象 障害支援区分 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅での食事、家事、通院等の介護援

助を行います。 
すべて 

区分 1 以上 

（身体介助を伴う通院

等介助については区分

2 以上） 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必

要とする人に、自宅での介護や外出時

の移動支援などを総合的に行います。 

すべて 区分 4 以上 

同行援護 

視覚障害により移動に著しい困難を

有する人に、外出時に同行し、移動に

必要な情報を提供するとともに、移動

の援護その他外出する際の必要な援

助を行います。 

身・難 

（視覚障害） 

 

不要 

（必要に応じて区分判

定を行います） 

 

行動援護 

知的障害又は精神障害により行動上

著しい困難が生じる人に危険回避の

為に必要な援護、外出支援を行いま

す。 

知・精 区分 3 以上 

重度障害者等 

包括支援 

常に介護を必要とする人で意思の疎

通を図ることが困難な方に、居宅介護

等複数のサービスを包括的に行いま

す。 

すべて 区分 6 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気等の場合に、

短期間、入所による支援を行います。 
すべて 区分 1 以上 
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療養介護 

常に医療と介護を必要とする人に、医

療機関で機能訓練、療養上の管理、看

護、介護及び日常生活の世話を行いま

す。 

身・難 

区分 5 以上 

（ＡＬＳの場合は区分

6） 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、障

害者支援施設等で入浴、排せつ、食事

の介護等を行うとともに、創作的活動

又は生産活動の機会を提供します。 

すべて 

50 歳未満：区

分 3 以上 

（施設入所の場合、

区分 4 以上） 

50 歳以上：区分

2 以上 

（施設入所の場合、区

分 3 以上） 

施設入所支援 

施設に入所する人に、夜間や休日、入

浴や排せつ、食事の介護等を行いま

す。 

すべて 

区分 4 以上 

（50 歳以上の場合は

区分 3 以上） 

※ 対象欄：身（身体障害）、知（知的障害）、精（精神障害）、難（難病患者等） 

※ 市内にはサービス提供事業者がないものもあります。 

 

② 訓練等給付事業（リハビリや就労・生活訓練等を行います） 

サービス種類 サービス内容 対象 

自立訓練 

（機能訓練） 

自立した生活が送れるように、身体機能、生活能力

の向上の為の訓練を行います。 
すべて 

自立訓練 

（生活訓練） 

自立した生活が送れるように、生活能力の向上の為

の訓練を行います。 
すべて 

宿泊型自立訓練 

自立訓練（生活訓練）対象者で、日中に一般就労や

外部の障害福祉サービスを利用している人に、地域

生活に向けて一定期間、居住の場を提供し、生活能

力等の向上の為の訓練を行います。 

すべて 

就労移行支援 

一般企業等へ就労を希望する人に、一定期間、就労

に必要な知識及び能力の向上の為の訓練を行いま

す。 

すべて 

就労継続支援 

Ａ型 

一般企業等に就労することが困難な人で、雇用契約

に基づき継続的に就労可能な 65 歳未満の人（利用

開始が 65 歳未満）に就労場所の提供及び支援を行

います。 

すべて 

就労継続支援 

Ｂ型 

一般企業等への雇用に結びつかなかった人や 50 歳

以上の人で、生産活動に係る知識及び能力向上が期

待できる人に、就労場所の提供及び支援を行います。 

すべて 
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就労定着支援 

就労移行支援、就労継続支援、生活介護、自立訓練

の利用を経て、一般就労に移行した障害者の就労に

伴う生活上の支援ニーズに対応できるよう、事業

所・家族との連絡調整等の支援を一定の期間にわた

り行います。 

すべて 

就労選択支援 

適切な就労先選択のための支援を必要とするものに

つき、短期間の生産活動その他の活動の機会の提供

を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価

並びに就労に関する意向及び就労するために必要な

配慮の整理を行い、適切な支援の提供のために必要

な関係者との連絡調整、就労に係る情報の提供及び

助言その他の便宜を提供する。 

すべて 

自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らし

への移行を希望する知的障害者や精神障害者などに

ついて、一定期間にわたり、定期的な巡回訪問や随

時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う

観点から、適時のタイミングで適切な支援を行いま

す。 

すべて 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を行う住居で、主に夜間や休日に、相談や

日常生活上の援助を行います。 

入浴・排せつ又

は食事等の介護

を伴う場合は、

障害支援区分の

認定手続が必要

となることがあ

ります。 

※ 市内にはサービス提供事業者がないものもあります。 

 

③ 地域相談支援給付事業（地域生活についての相談・訪問等の支援を行います） 

サービス種類 サービス内容 対象 

地域移行支援 

障害者支援施設に入所している障害者・精神疾患で病

院に入院している精神障害者及び保護施設、矯正施設

等を退所する障害者等に住居の確保その他の地域に

おける生活に移行する為の相談その他必要な支援を

行います。 

すべて 

地域定着支援 
居宅で単身生活している障害者に常時の連絡体制を

整え、緊急事態等での相談・訪問を行います。 
すべて 
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④ 計画相談支援給付事業（サービス等利用計画の作成等を行います） 

※ すべてのサービス利用対象者に実施されます。 

サービス種類 サービス内容 対象 

サービス利用支援 

障害者の心身の状況、その置かれている環境等

を勘案し、利用するサービスの内容等を定めた

サービス等利用計画を作成します。 

すべて 

継続サービス利用支援 

（モニタリング） 

サービス等利用計画が適切であるかどうかを

一定期間ごとに検証し、その結果等を勘案して

サービス利用計画の見直しを行います。 

すべて 

 

2．障害児通所支援                     

療育や訓練が必要な児童に対して、身近な地域で必要な支援をする、児童福祉法に基づく

制度です。平成 25 年 4 月から施行された障害者総合支援法により、制度の谷間のない支援

を提供する観点から、児童発達支援等の児童通所支援についても対象に「難病患者等」が追

加されました。 

なお、障害児入所支援については、引き続き都道府県が支給決定等を行います。 

（1）対象者 

次のいずれかに該当する児童が対象となります。 

① 障害者手帳（身体・療育・精神障害者保健福祉）の交付を受けている児童 

② 自立支援医療（精神通院医療）の適用を受けている児童 

③ 特別児童扶養手当支給の対象となっている児童 

④ その他市が障害のある者として認定した児童 

※ 医師の意見書・診断書等が必要です。 

⑤ 難病患児 

 ※ 特定疾病受給者証や医師の意見書・診断書が必要です。 

（2）障害児通所支援の支援内容 ※ 市内にはサービス提供事業者がないものもあります。 

サービス種類 サービス内容 

児童発達支援 
未就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、知識

技能の付与、集団生活への適応訓練等を行います。 

居宅訪問型児童発達

支援 

重度の障害等の状態で、障害児通所支援を利用するために外出す

ることが著しく困難な障害児に対し、障害児の居宅を訪問して発

達支援を行います。 

放課後等デイサービス 
小・中・高生を対象に、放課後や休日に、生活能力の向上のため

に必要な訓練、社会との交流の促進等を行います。 

保育所等訪問支援 

保育園、幼稚園、認定こども園、小学校、特別支援学校に在籍す

る児童に対し、障害児以外の児童との集団生活への適応のための

専門的な支援等行います。 
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（3）サービス利用の手続き 

① 相談・申請 

市障害福祉課に相談・申請を行います。 

② 調査 

申請受理後、市の職員が障害児本人及び保護者に聞き取り調査やサービス利用に関する

意向を聴取します。 

③ 障害児支援利用計画案の提出 

保護者は、別途、指定障害児相談支援事業者に障害児支援利用計画案の作成を依頼しま 

す。指定障害児相談支援事業者は計画案完成後、市に提出します。 

④ 支給決定 

サービスの支給を決定し、黄緑色のサービス受給者証を交付します。 

⑤ サービス利用開始 

受領後、障害児本人又は保護者が希望するサービスを提供する事業所や施設を選び、契

約によりサービス利用を開始することとなります。 

（4）利用者負担 

     原則として、利用者の自己負担はサービスにかかる費用の 1 割ですが、世帯の収入状況

等により、月額負担上限額が設定されます。 

   なお、満 3 歳になって初めての 4 月 1 日から 3 年間は、児童発達支援及び保育所等訪

問支援の利用者負担は発生しません。 

○ 利用者負担額表（障害児） 

区分 所得区分 利用者上限額（円） 

生活保護 生活保護世帯 0 

低所得 市町村民税非課税世帯 0 

一般① 市町村民税課税世帯 

（所得割 28 万円未満） 
4,600 

一般② 上記以外 37,200 

   ※ 世帯の範囲は、障害児の保護者の属する住民基本台帳上の世帯 
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1．地域生活支援事業                      

障害者や障害児、難病患者等が、自立した日常生活や社会生活を営むことができるように

地域の特性や利用者の状況に応じ、柔軟な形態で効果的かつ効率的なサービスを行うことが

できるように市町村毎に実施を定める事業です。 

本市においては、地域生活支援事業として下記の事業を実施しております。詳細は市障害

福祉課までお問合せください。 

 

2．相談支援事業               

障害者（児）や対象となる難病患者やその家族等からの様々な相談（生活、仕事、支援等

に関すること）を受け付け、相談者が必要とする様々な情報の提供や助言、障害福祉サービ

ス等の利用に関する援助、各専門機関との連携等により、障害者（児）が自立した日常生活・

社会生活を営むことができるように基本相談支援を行います。相談料は無料です。 

（1）対象者 

障害者（児）・対象となる難病患者 

（2）相談窓口 

  ① 防府市障害者生活支援センター  電話 38-6200  FAX 25-2864 

② クローバーセンター         電話 27-3003  FAX 27-3004 

③ ゆめサポート相談所       電話 28-7110  FAX 28-7377 

 

3．成年後見制度利用支援事業                  

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする重度の知的障害者又は精神障害者で、成

年後見制度の申立てに要する経費（登記手数料、鑑定費用等）や後見人等の報酬等、必要と

なる経費の一部について、助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると認められ

る者に対し、制度の利用を支援し、これらの障害者の権利擁護を図ります。 

（1）対象者 

 障害福祉サービスを利用しようとする重度の知的障害者又は精神障害者で、必要経費の一

部について助成を必要とする人 

（2）申請窓口 

     市障害福祉課 

 

4．意思疎通支援事業                      

 聴覚、言語機能、音声機能その他の障害により、意思疎通を図ることに支障がある障害者（児）

に対し、手話通訳者や要約筆記者等を設置又は派遣し、手話通訳や要約筆記の方法により、意

思疎通の円滑化を図り、社会生活上必要なコミュニケーションの支援を行います。 

地域生活支援事業 
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（1）対象者 

身体障害者手帳の交付を受けた聴覚又は音声機能もしくは言語機能障害を有する障害者

（児） 

（2）申請窓口 

市障害福祉課 

 

5．手話奉仕員養成研修事業  

  意思疎通を図ることに支障がある聴覚障害者等が、自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるように、手話で日常生活を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得す

るために手話奉仕員を養成研修します。 

（1）対象者 

①市内に住所を有する人 

②市内で働き、もしくは学ぶ人 

③市内で事業活動その他の活動を行う人 

（2）申請窓口 

市障害福祉課 

 

6．日常生活用具等給付事業（P.3２参照）                   

 

7．移動支援事業                        

屋外での単独で移動が困難な障害者（児）や対象となる難病患者に対し、社会生活上での

外出（買い物等）や余暇活動等の社会参加の為の外出（通勤、営業活動等の経済活動に係る

外出や、通学、通所等長期に渡る外出等は除く）の際に、円滑に外出できるよう、常時介護

可能な状態で付き添い、移動を支援します。 

（1）対象者 

① 単独での外出が困難な重度の視覚障害者 

② 重度の全身性肢体障害者 

③ 付き添いが必要な知的障害者や精神障害者 

④ 屋外での移動が困難な障害児 等 

※ 重度訪問介護や行動援護等の介護給付（Ｐ.49 参照）等により外出の支援を受けられる

人や、介護者等から外出の支援を受けられる人は対象外です。 

（2）サービス利用の流れ 

申請後、市では、本人の障害の程度や心身状況等について聞き取り調査を行い、支給の

可否や支給量について決定します。支給決定後、障害者や障害児の保護者は市登録事業者

と契約し、サービスの利用を行います。 

（3）申請窓口 

     市障害福祉課 
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8．地域活動支援センター機能強化事業   

   障害者や対象となる難病患者に対し、地域の実情に応じて、手芸講座や陶芸教室等の創作 

的活動や、生産活動の機会を提供し、社会との交流の促進の場を提供する、地域活動支援セ

ンター（防府市身体障害者福祉センター）の機能の充実を図り、障害者等の生活支援の促進

を図る事業です。 

   防府市身体障害者福祉センターでは、地域において雇用・就労が困難な在宅障害者や難病

患者に対し、機能回復訓練や言語訓練、茶道講座や華道講座等の社会適応訓練、更生相談（生

活及び医療相談）等のサービスを行っています。 

（1）対象者 

①障害者（児） 

②対象となる難病患者 

（2）利用時間・料金 

利用時間  月曜日～金曜日 午前 9 時～午後 4 時 30 分（休：土・日・祝日・年末年始） 

利用料金  4 時間未満 50 円、4 時間以上 100 円 

（3）申請窓口 

   市障害福祉課 

 

9．日中一時支援事業                      

障害者及び障害児（福祉施設等に入所又は入院中の場合は除きます）や対象となる難病患

者を、日中に介護する人がいない場合に、登録事業者施設で日中に一時的に預かり、障害者

及び障害児を見守り、社会に適応する為の日常的な訓練を行います。 

（1）対象者 

①障害者（児） 

②対象となる難病患者 

（2）サービス利用の流れ 

申請後、市では、本人の障害の程度や心身状況等について聞き取り調査を行い、支給の

可否や支給量について決定します。支給決定後、障害者や障害児の保護者は、市登録事業

者と契約し、サービスの利用を行います。 

（3）申請窓口 

     市障害福祉課 

 

10．訪問入浴サービス事業                    

自力での入浴が困難な在宅の全身性障害者や対象となる難病患者に対し、事業者が訪問し、

全身入浴や清拭、洗髪、血圧・脈拍等を測定する健康管理処置、健康相談等を行うサービス

です。本人が介護保険の適用を受けられる場合は、原則として、本サービスの利用はできま

せん（本人の心身状況等により、例外として利用できる場合があります）。 
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（1）対象者 

自力での入浴が困難な在宅の心身障害者、対象となる難病患者 

（障害児についても認定する場合あり） 

（2）サービス利用の流れ 

     申請後、市では、本人の障害の程度や心身状況等について聞き取り調査を行い、支給の

可否や支給について決定します。支給決定後、市登録事業者と契約し、サービスの利用を

行います。 

（3）申請窓口 

     市障害福祉課 

 

11．生活訓練事業            

障害者等に対し、日常生活必要な訓練や指導を行い、社会復帰の促進を図る事業です。 

 本市では、生花教室や体験学習等を開催しています。 

（1）対象者 

  視覚障害者、聴覚障害者 

 

12．社会参加支援事業 

（1）レクリエーション活動等事業            

スポーツや芸術文化活動、レクリエーション等を通じ、障害者や障害児の社会参加の促

進を図る事業です。本市では、障害者スポーツ交流事業等のレクリエーションを企画して

います。 

① 申請窓口 

市障害福祉課 

（2）点字広報等発行事業 

 文字による情報入手が困難な視覚障害者（希望者のみ）に対し、点字や音声の市広報の

発行を行なっています。 

点字市広報は、月 1 回のペースで発行しており、希望者に送付しています。音声市広報

は、月に 2 回発行しており、希望者に送付しています。こちらは貸出が可能です。 

① 申請窓口 

市障害福祉課 

（3）点訳奉仕員養成研修事業 

   視覚障害者が文字を解読する上で必要な点訳に必要な技術等を習得した点訳奉仕員を養 

成研修します。 

① 申請窓口 

市身体障害者福祉センター 
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 これまでにご紹介しました障害者・障害児の福祉制度以外にも、公営住宅の入居の優先措置

や介助用自動車改造費の助成制度等、様々な福祉制度が設けられております。 

1．公営住宅の入居                         

障害の等級・程度により、優先入居の対象となる場合がありますので、詳しくは市建築課

等までお問合せください。 

 

2．自動車運転免許取得助成事業             

障害者が自動車運転免許証（ＡＴ限定普通自動車運転免許を含み、第 1 種運転免許に限り

ます）を取得することに要する費用の一部を助成する事業です。適用を受ける為には、自動

車学校を卒業する前に市障害福祉課に申請をしてください（卒業後の申請は助成対象となり

ません）。 

（1）対象者 

下記のいずれかの条件を満たしており、過去に運転免許を取得後、自己の責任において

当該免許を失効させていないか当該免許取り消しの行政処分を受けていない人 

① 市内に住所を有する障害者手帳の交付を受けている人で普通自動車運転免許の取得に 

より社会参加が見込める人 

② 市内に住所を有しないが、市から援護を受けている人 

 

（2）助成額（下記のいずれかが助成額となります） 

① 技能教習が延長した場合や検定不合格の場合の補習（延長）料金及び、再検定料   

（限度額：3 万円） 

② 受障に伴い、所持している普通自動車運転免許に運転することができる自動車の種類

（ＡＴ車等）の限定を追加する講習料金（限度額：3 万円） 

（3）申請窓口 

 市障害福祉課 

（4）申請書類 

① 障害者自動車運転免許取得等助成申請書 

② 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の写し 

③ 限定条件を付された自動車運転免許証の写し（お持ちの場合） 

    

3．身体障害者自動車改造費助成事業               

身体障害者が自ら運転する為に行う自動車改造に要する費用の一部を助成します。適用を

受ける為には、自動車を改造する前に市障害福祉課に申請することが必要です。 

その他の福祉 
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（1）対象者（下記の条件全てに該当する身体障害者） 

① 身体障害者手帳を所持する障害者本人又は生計同一者が車を所有し、本人が自ら運転す 

る車の操向装置、駆動装置等の一部を改造しなければ、運転操作ができない人 

②  本人又はその配偶者若しくは扶養義務者の前年（申請が 1 月から 5 月までの間にあっ

た 

場合は前々年）の所得金額が特別障害者手当の所得限度額（P.23 参照）を超えない人 

③ 過去に本助成事業を利用したことがある場合、利用後 7 年以上経過していること（新た

に障害を有することになった場合等は除きます） 

（2）助成額 

自動車の改造に要する費用（改造自動車を購入する場合、改造のない同型車との差額）

の範囲内（限度額 10 万円） 

（3）申請窓口 

     市障害福祉課 

（4）申請書類 

① 身体障害者用自動車改造費助成申請書 

② 運転免許証の写し 

③ 身体障害者手帳の写し 

④ 自動車改造費見積書 

 

4．身体障害者介助用自動車改造費助成事業             

重度の身体障害者の介護人が運転する自動車の改造経費の一部を助成します。 

（1）対象者（下記の条件全てに該当すること） 

① 重度の身体障害者（下肢障害 1、2 級、体幹機能障害 1、2 級または移動機能障害 1、 

2 級）で車椅子等を使用しなければ外出困難な障害者（18 歳未満の身体障害児含む）を

乗せてその介護者が運転する車であること 

② 前年（1 月から 7 月の申請に関しては前々年）の市民税が非課税（税額控除前）の世帯

であること 

③ 過去に本助成事業の適用を受けていないか、又は適用を受けて 7 年以上経過しているこ 

と 

（2）対象となる自動車改造 

① 身体障害者が車椅子等に乗ったまま安全に乗降でき、かつ、車椅子等を固定可能な装置

を設ける改造 

② 身体障害者が自動車の座席に容易に移乗することが可能になるように、座席を回転かつ

昇降させることを可能にする改造 

③ 上記の改造に加え、身体障害者が自動車の座席に座ったまま自動車を離れ、自由に移動

できるように、座席を脱着させることができるようにし、かつ、車輪を取り付ける改造 

   ④ 上記の改造が施された自動車を購入する場合 

（3）助成額 

当該自動車の改造に要した費用（既に改造された車を購入する場合は、改造のない同型

車の購入費との差額）の 2 分の 1 に相当する金額（限度額：20 万円） 
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（4）申請窓口 

     市障害福祉課 

（5）申請書類（改造に着手する前に申請をお願いします） 

  ① 身体障害者介助用自動車改造費助成申請書 

  ② 自動車改造費見積書 

  ③ 自動車検査済証の写し（改造済の車を購入する場合は購入後に提出） 

④ 身体障害者手帳の写し） 

 

5．在宅心身障害者等紙おむつ給付事業              

市民税非課税世帯に属する在宅心身障害者等（65 歳未満）に対し、紙おむつ券を給付する

ことにより、日常生活の便宜を図るとともに、その介護者の介護を容易にし、経済的な負担

を軽減します。 

（1）対象者 

次の全てに該当する人 

① 市民税非課税世帯に属している人 

② おおむね 3 歳以上 65 歳未満の在宅心身障害者（児）で、恒常的に紙おむつを使用して

いる人 

③ 身体障害者手帳所持者で、体幹機能障害又は下肢機能障害 1 級、2 級の認定を受けてい 

る人、又は療育手帳 A を所持している人 

（2）給付額 

10,000 円×4 回／1 年 

（3）申請窓口 

     市障害福祉課 

 

6．ＦＡＸ119 番通報                   

  119 番にＦＡＸを送信することで、消防車や救急車を呼ぶことができます。 

（1）対象者 

電話による 119 番通報が困難な人 

    （聴覚・言語に障害のある人など） 

（2）利用方法   

右記を記載し、119 番に送信してください。 

※ 問合せは広域通信管理課（電話 24-0119） 

※ 広域通信管理課のホームページから、119 番 

通報用紙をダウンロードすることもできます。 

 

 

 

 

 

1 火災か・救急か       

2 住所（災害場所）      

3 あなた（通報者）の名前   

4 年齢・性別 

5 通報に使用している FAX 番号 

6 災害の状況 
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7．ＮＥＴ119 

  音声による 119 番通報が困難な人が、登録することで携帯電話等を利用して、簡単に消防

本部等に 119 番通報できるシステムです。 

（1）対象者 

     聴覚や言語に障害がある市内在住者 

（2）手続き 

     市消防本部、市障害福祉課にて、備え付けの申請書で申し込みます。携帯電話等をお持

ちください。 

 

8．防府市電話・ＦＡＸ配信サービス                     

  登録すると、避難情報や避難場所の開設情報等の緊急のお知らせ（防災行政無線や防災ラ

ジオにより配信する情報と同様）を電話・ＦＡＸでお知らせします。 

※ 登録・通信料は無料です。 

※ 登録は、身体障害者手帳（視覚・聴覚）所持者で市内に居住している人に限ります。 

（1）手続き 

市防災危機管理課・市障害福祉課にて、備え付けの申請書で申し込みます。 

 

9．携帯型ヒアリングループシステム貸出制度  

携帯型ヒアリングループシステムとは、配置したループアンテナ内で受信機能付き補聴器 

や専用受信機を利用することによって、集団の中で音声を聞き取りやすくする装置です。マ

イクからの音声が、受信機能付き補聴器や専用受信機に直接伝わることで、周囲の騒音・雑

音に邪魔されずに、目的の声だけを正確に聞き取ることができます。 

（1）対象者 

① 市内に居住する聴覚障害者及び難聴者（身体障害者手帳の有無は問いません） 

② 市内に所在する聴覚障害者及び難聴者団体 

③ 市内で開催する催事の主催者 

④ 市内に所在する聴覚障害者及び難聴者に対する支援団体 

（2）利用料 

無料（ただし、電気代、電池代等は利用者負担） 

（3）申請窓口 

     市障害福祉課 

（4）申請書類 

防府市携帯型ヒアリングループシステム貸出申請書 

（市ホームページからもダウンロードできます） 
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10．サポートファイルの配布 

   障害者や支援が必要な人の特性や、日常生活における関わり方、相談機関での記録、学校・

施設での支援計画などを綴るファイルを配布します。 

（1）対象者 

   市内在住の成長・発達が気になるこども、障害者とその保護者 

（2）配布場所 

   市障害福祉課 

児童発達支援センター防府市なかよし園（電話 22-7667） 

 

11．「食」の自立支援事業（配食サービス事業） 

   栄養バランスのとれた食事を提供するとともに、安否確認を行い、健康状態に異常があっ

た場合は関係機関等への連絡を行います。 

（1）対象者 

   市内に在住するおおむね 65 歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯又はこれに準ずる世

帯に属する高齢者又は障害者であって、「食」の自立支援の観点からサービスを利用するこ

とが適切と認められる人 

（2）問合せ 

   市高齢福祉課在宅支援係（電話 25-2973） 

 

12．防府市高齢者等緊急通報体制整備事業 

    安心して在宅生活を送れるよう、緊急通報装置（24 時間 365 日対応可能なオペレータ

ーがいる受信センターに連絡できる装置）を貸与します。 

（1）対象者 

   次のいずれかにあてはまる人 

① おおむね 65 歳以上のひとり暮らしの高齢者で、慢性疾患等により日常生活上注意を要す

る者 

  ② 75 歳以上の高齢者のみで世帯を構成している者 

  ③ 重度心身障害者のみで世帯を構成している者 

  ④ おおむね 65 歳以上の慢性疾患等を有する高齢者又は重度心身障害者等であり、同居す

る家族が日中不在であること等により、緊急時の通報が困難であると認められる者 

（2）問合せ 

   市高齢福祉課在宅支援係（電話 25-2973） 
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13．郵便等による不在者投票制度               

 身体の重い障害などにより投票に行けない人が、郵便又は信書便で投票を行うことができる

制度です。身体障害者手帳や戦傷病者手帳、介護保険の被保険者証をお持ちの人で、次のよう

な障害や介護状態区分にある方が対象になります。 

（1）対象者 

・身体障害者手帳又は戦傷病者手帳をお持ちの方 

手帳の種類 障害名 障害の程度 

身体障害者手帳 

両下肢・体幹・移動機能障害 1 級もしくは 2 級 

心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう又は直腸・

小腸機能障害 
1 級もしくは 3 級 

肝臓・免疫機能障害 1 級から 3 級 

戦傷病者手帳 

両下肢・体幹機能障害 特別項症から第 2 項症 

心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・

小腸・肝臓機能障害 
特別項症から第 3 項症 

 

・介護保険の被保険者証をお持ちの方 

保険証の種類 要介護状態区分 

介護保険の被保険者証 要介護 5 

 

（2）手続の流れ 

① 郵便等投票証明書の交付申請 

事前に、対象者であることを証明する「郵便等投票証明書」の交付を受ける必要があり

ます。上記要件が確認できるもの（身体障害者手帳等）と郵便等投票証明書交付申請書（署

名必要）を選挙人名簿登録地の市区町村の選挙管理委員会（以下、選管）に提出します。 

⇒証明書は、後日郵便等で送付されます。 

 ② 投票手続 

・①で取得した郵便等投票証明書と投票用紙請求書（署名必要）を選管に提出します。 

⇒後日、投票用紙と投票用封筒が送付されます。 

・自宅等現在する場所で投票用紙に候補者名等を記載し、投票用封筒に入れた後、その表

面に署名します。 

・郵便等により選管に送付します。 

 

◆郵便等による不在者投票における代理記載制度 

（1）対象者 

上記の認定に加えて、次の認定を受けている人は、郵便による不在者投票において代理

記載による投票をすることができます。 
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手帳の種類 障害名 障害の程度 

身体障害者手帳 上肢・視覚機能障害 1 級 

戦傷病者手帳 上肢・視覚機能障害 特別項症から第 2 項症 

 

（2）手続の流れ 

基本は上記と同じです。郵便等投票証明書の申請時に「代理記載」の方法による投票を

行うための申請書を提出すれば、申請書への署名が不要となります。また、同時に代理記

載人となるべき方の届出も必要となります。 

なお、投票時の封筒への署名は、代理記載人のものとなります。 

※ 詳細は市選挙管理委員会事務局（本館５階 電話 25-2174）へお問合せください。 

 

14．あいサポート運動                      

   皆さんに障害の内容・特性や、障害のある人が困っていること、障害のある人への必要な 

配慮などを理解してもらい、障害のある人への配慮やちょっとした手助けを行ってもらう運

動です。特に内部障害・聴覚障害・ 発達障害・高次脳機 

能障害のある人、義足や人工関節を使用している人など、 

「外見からは援助を必要としていることが分からない人」 

が援助を得やすくなるよう、身につけることで援助を必要 

としていることを示すマークがあります。希望者には無料 

（配送希望の場合は要送料）で配布しています。 

（1）問合せ  

県障害者支援課  

電話（083）933-2760  FAX（083）933-2779 

 

15．ヘルプマークの配付 

   外見から分からなくても援助や配慮を必要としている人が、周囲に配慮を必要としてい

ることを知らせることで、援助を得やすくなるよう作成されたマークです。ヘルプマーク

を付けている人を見かけた場合は、援助や配慮をお願いします。 

（1）対象者 

   義足や人工関節を使用している人、内部障害や難病の人、 

妊娠初期の人など、外見から分からなくても援助や配慮を 

必要とする人 

（2）申請窓口 

   市障害福祉課・こども家庭センター 

サポートマーク 
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防府市社会福祉協議会では、障害者・障害児やその家族の支援の為に、以下の事業を行って

います。詳細は、社会福祉協議会事務局までお問合せください。 

 【お問合せ先】 

防府市社会福祉協議会事務局 

   〒747-8501 防府市寿町７番１号（防府市役所 福祉棟２階） 

   電話（0835）22-3907  FAX（0835）25-1388 

 

1．有料在宅福祉サービス事業（住民参加型） 

自助、互助の精神を基にした会員制による有料の家事援助サービスで、身体障害者（児）

が日常生活で家事援助を必要とする世帯に、協力会員を派遣します。 

利用料  600 円／1 時間 

 

2．福祉車両（車いす同乗車）貸出事業 

車いすを使用する人が、公共の交通機関や一般の車両では外出等が困難な場合に貸し出し

を行います。 

利用料  無料（※ただし、走行距離に応じた燃料を補給しての返却が必要です） 

 

3．車いす・松葉杖・杖貸出事業 

車いす、松葉杖、杖が必要な人に、一時的に貸し出しを行います。 

利用料  無料 

 

4．手話、要約筆記、点字及び音声訳ボランティア育成事業（社会参加支援事業） 

聴覚障害者や視覚障害者とコミュニケーションを図るには手話及び点字等の特殊な技術

が必要なことから、その技術を取得するボランティアの育成と技術ボランティアグループの

活動を支援します。 

市内のボランティアグループの例 

・防府手話サークル梅の会（手話通訳、聴覚障害者との交流活動） 

・防府手話同好会（手話通訳、聴覚障害者との交流活動） 

・防府点訳青い鳥の会（点訳、視覚障害者との交流活動） 

・翠の会（音声訳、視覚障害者との交流活動） 

・防府市要約筆記サークルたまご（中途失聴・難聴者への要約筆記活動） 

社会福祉協議会の事業 
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5．新規障害者手帳取得者への支援 

新たに身体障害者手帳の1級又は療育手帳のＡ（重度）の交付を受けた65歳未満の人が、

自 ら の 障 害 を 克 服 し 、 積 極 的 な 社 会 参 加 や 自 立 が 実 現 で き る よ う 応 援 し 、        

見舞金（10,000 円）を支給します。 

 

6．障害者福祉啓発セミナーの開催 

ノーマライゼーションの理念に基づく「だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり」を

目指して、広く市民へ障害者福祉についての理解と認識を深めるとともに、障害者（児）へ

のボランティア活動や障害者（児）自身の自立と社会参加を促進します。 

 

7．各種障害者スポーツ大会等の支援 

防府市インクルーシブスポーツフェスタや車いすバスケットボール大会、ふうせんバレ

ーボール大会等の障害者スポーツ大会の開催を支援します。 

 

8．生活福祉資金貸付事業 

他から必要な資金の融資を受けることが困難な障害者世帯に対して、その居住地の民生

委員の相談、援助を通して貸付を行います。 

資金の種類  

福祉資金（日常生活を送るうえで、又は自立生活に資するために一時的に必要と見込ま

れる費用） 

 

9．日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業） 

在宅、施設及び病院等で生活している人で、日常生活上の判断が十分できない方や日常

生活に不安がある人が、地域で安心して生活できるよう、福祉サービスの利用援助やそれ

に伴う日常的な金銭管理等を支援します。 

利用料  1,870 円／1 回（1 時間程度） 

 

10．障害福祉団体活動の推進 

防府市障害福祉団体連合会と市内の各障害者福祉団体の活動を支援します。 

 

11．精神保健に関する事業の推進 

精神障害者が可能な限り地域で暮らせるよう、精神障害者への正しい理解を普及・啓発

するとともに当事者団体を支援します。 
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 市 内 の 身 体 障 害 者 ・ 知 的 障 害 者 相 談 員 
    （令和８年１月 1 日現在） 

 相談員種別 氏名 電話番号 

 

身体障害者相談員 

赤井 正志 FAX 55-4918 

 佐藤  ちよ子 電話 23-8839 

 末冨 啓二 電話 24-0172 

 中村 信也 電話 29-0837 

 山根 洋二 電話 21-6612 

 田村 多峰男 電話 29-2882 

 

知 的 障 害 者 相 談 員 
高橋 好敏 電話 36-0102 

 賀谷 智子 電話 21-1556 
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身体障害者障害程度等級表（身体障害者福祉法施行規則別表第5号） 
級別 １級 ２級 ３級 ４級 

視
覚
障
害 

視力の良い

方の眼の視力

（万国式試視

力表によって

測ったものを

いい、屈折異

常のある者に

ついては、矯

正視力につい

て測ったもの

をいう。以下

同じ。）が0.

01以下のも

の 

１ 視力の良い方の眼の視力

が0.02以上0.03以下のも

の 

2 視力の良い方の眼の視力

が0.04かつ他方の眼の視力

が手動弁以下のもの 

3 周辺視野角度（I/4視標に

よる。以下同じ。）の総和

が左右眼それぞれ80度以下

かつ両眼中心視野角度（I /2

視標による。以下同じ。）

が28度以下のもの 

4 両眼開放視野点数が70点

以下かつ両眼中心視野視認

点数が20点以下のもの 

１ 視力の良い方の眼の視力

が0.04以上0.07以下のも

の（2級の2に該当するもの

を除く） 

2 視力の良い方の眼の視力

が0.08かつ他方の眼の視力

が手動弁以下のもの 

3 周辺視野角度の総和が左

右眼それぞれ80度以下かつ

両眼中心視野角度が56度以

下のもの 

4 両眼開放視野点数が70点

以下かつ両眼中心視野視認

点数が40点以下のもの 

１ 視力の良い方の眼の視力が0.08以上0.1以

下のもの（3級の2に該当するものを除く） 

2 周辺視野角度の総和が左右眼それぞれ80度

以下のもの 

3 両眼開放視野点数が70点以下のもの 

聴
覚
又
は
平
行
機
能
の
障
害 

聴
覚
障
害 

 両耳の聴力レベルがそれ

ぞれ100デシベル以上のも

の（両耳全ろう） 

両耳の聴力レベルが90デ

シベル以上のもの（耳介に

接しなければ大声語を理解

し得ないもの） 

１ 両耳の聴力レベルが80デシベル以上のもの

（耳介に接しなければ話声語を理解し得ないも

の） 

2 両耳による普通話語の最良の語音明瞭度が5

0パーセント以下のもの 

 

平
衡
機
能
障
害 

   平衡機能の極めて著しい

障害 

  

音
声
機
能
ᵧ
言

語
機
能
又
は
そ

し
ᵼ
く
機
能
の

障
害 

   音声機能、言語機能又は

そしゃく機能の喪失 

 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の著し

い障害 

肢
体
不
自
由 

上
肢 

1 両上肢の

機能を全廃し

たもの 

2 両上肢を

手関節以上で

欠くもの 

1 両上肢の機能の著しい障

害 

2 両上肢のすべての指を欠

くもの 

3 一上肢を上腕の2分の1以

上で欠くもの 

4 一上肢の機能を全廃した

もの 

1 両上肢のおや指及びひと

さし指を欠くもの 

2 両上肢のおや指及びひと

さし指の機能を全廃したも

の 

3 一上肢の機能の著しい障

害 

4 一上肢のすべての指を欠

くもの 

5 一上肢のすべての指の機

能を全廃したもの 

1 両上肢のおや指を欠くもの 

2 両上肢のおや指の機能を全廃したもの 

3 一上肢の肩関節、肘関節又は手関節のうち、

いずれか一関節の機能を全廃したもの 

4 一上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの 

5 一上肢のおや指及びひとさし指の機能を全廃

したもの 

6 おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三指

を欠くもの 

7 おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三指

の機能を全廃したもの 

8 おや指又はひとさし指を含めて一上肢の四指

の機能の著しい障害 

下
肢 

1 両下肢の

機能を全廃し

たもの 

2 両下肢を

大腿の2分の

1以上で欠く

もの 

1 両下肢の著しい障害 

2 両下肢を下腿の2分の1以

上で欠くもの 

 

1 両下肢をシヨパー関節以

上で欠くもの 

2 一下肢を大腿の2分の1以

上で欠くもの 

3 一下肢の機能を全廃した

もの 

1 両下肢のすべての指を欠くもの 

2 両下肢のすべての指の機能を全廃したもの 

3 一下肢を下腿の2分の1以上で欠くもの 

4 一下肢の機能の著しい障害 

5 一下肢の股関節又は膝関節の機能を全廃した

もの 

6 一下肢が健側に比して10センチメートル以

上又は健側の長さの10分の1以上短いもの 

体
幹 

 体幹の機能

障害により坐

っていること

ができないも

の 

1 体幹の機能障害により坐

位又は起立位を保つことが

困難なもの 

2 体幹の機能障害により立

ち上がることが困難なもの 

 体幹の機能障害により歩

行が困難なもの 

 

乳
幼
児
期
以
前
の
非
進
行
性
の
脳
病
変
に
よ
る

運
動
機
能
障
害 

上
肢
障
害 

 不 随 意 運

動・失調等に

より上肢を使

用する日常生

活動作がほと

んど不可能な

もの 

不随意運動・失調等によ

り上肢を使用する日常生活

動作が極度に制限されるも

の 

不随意運動・失調等によ

り上肢を使用する日常生活

動作が著しく制限されるも

の 

不随意運動・失調等による上肢の機能障害によ

り社会での日常生活活動が著しく制限されるも

の 

移
動
機
能 

 不 随 意 運

動・失調等に

より歩行が不

可能なもの 

不随意運動・失調等によ

り歩行が極度に制限される

もの 

不随意運動・失調等によ

り歩行が家庭内での日常生

活活動に制限されるもの 

不随意運動・失調等により社会での日常生活活

動が著しく制限されるもの 
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級別 5級 6級 7級 

視
覚
障
害 

１ 視力の良い方の眼の視力が0.2かつ

他方の眼の視力が0.02以下のもの 

2 両眼による視野の2分の1以上が欠

けているもの 

3 両眼中心視野角度が56度以下のも

の 

4 両眼開放視野点数が70点を超えか

つ100点以下のもの 

5 両眼中心視野視認点数が40点以下

のもの 

 視力の良い方の眼の視力が0.3以上0.6

以下かつ他方の眼の視力が0.02以下のも

の 

 

聴
覚
又
は
平
行
機
能
の
障
害 

聴
覚
障
害 

 1 両耳の聴力レベルが70デシベル以上

のもの（40センチメートル以上の距離で

発声された会話語を理解し得ないもの） 

2 一側耳の聴力レベルが90デシベル以

上、他側耳の聴力レベルが50デシベル以

上のもの 

 

平
衡
機
能
障
害 

 平衡機能の著しい障害   

音
声
機
能
ᵧ
言

語
機
能
又
は
そ

し
ᵼ
く
機
能
の

障
害 

   

肢
体
不
自
由 

上
肢 

1 両上肢のおや指の著しい障害 

2 一上肢の肩関節、肘関節又は手関節

のうち、いずれか一関節の機能の著し

い障害 

3 一上肢のおや指を欠くもの 

4 一上肢のおや指の機能を全廃したも

の 

5 一上肢のおや指及びひとさし指の機

能の著しい障害 

6 おや指又はひとさし指を含めて一上

肢の三指の機能の著しい障害 

1 一上肢のおや指の機能の著しい障害 

2 ひとさし指を含めて一上肢の二指の指

を欠くもの 

3 ひとさし指を含めて一上肢の二指の機

能を全廃したもの 

 

1 一上肢の機能の軽度の障害 

2 一上肢の肩関節、肘関節又は手関

節のうち、いずれか一関節の機能の

軽度の障害 

3 一上肢の手指の機能の軽度の障害 

4 ひとさし指を含めて一上肢の二指

の機能の著しい障害 

5 一上肢のなか指、くすり指及び小

指を欠くもの 

6 一上肢のなか指、くすり指及び小

指の機能を全廃したもの 

下
肢 

1 一下肢の股関節又は膝関節の機能の

著しい障害 

2 一下肢の足関節の機能を全廃したも

の 

3 一下肢が健側に比して5センチメー

トル以上又は健側の長さの15分の1以

上短いもの 

1 一下肢をリフスラン関節以上で欠くも

の 

2 一下肢の足関節の機能の著しい障害 

1 両下肢のすべての指の機能の著し

い障害 

2 一下肢の機能の軽度の障害 

3 一下肢の股関節、膝関節又は足関

節のうち、いずれか一関節の機能の

軽度の障害 

4 一下肢のすべての指を欠くもの 

5 一下肢のすべての指の機能を全廃

したもの 

6 一下肢が健側に対して3センチメ

ートル以上又は健側の長さの20分の

１以上短いもの 

体
幹 

 体幹の機能の著しい障害    

乳
幼
児
期
以
前
の
非
進
行
性
の
脳

病
変
に
よ
る
運
動
機
能
障
害 

上
肢
障
害 

 不随意運動・失調等による上肢の機

能障害により社会での日常生活活動に

支障のあるもの 

不随意運動・失調等により上肢の機能

の劣るもの 
 上肢に不随意運動・失調等を有す

るもの 

移
動
機
能 

 不随意運動・失調等により社会での

日常生活活動に支障のあるもの 
不随意運動・失調等により移動機能の

劣るもの 

 

 

 下肢に不随意運動・失調等を有す

るもの 
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級別 １級 2 級 3 級 4 級 備考 

心
臓
・
じ
ん
臓
・
呼
吸
器
・
ぼ
う
こ
う
も
し
く
は
直
腸
・
小
腸
ま
た
は
ヒ
ト
免
疫
不
全
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
免
疫
の
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

 心臓の機能の障害

により自己の身辺の

日常生活活動が極度

に制限されるもの 

  

 心臓の機能の障害

により家庭内での日

常生活活動が著しく

制限されるもの 

 心臓の機能の障害

により社会での日常

生活活動が著しく制

限されるもの 

 
７ 
下
肢
の
長
さ
は
ᵧ
前
腸
骨
棘
よ
り
内
く
る
ぶ
し
下
瑞
ま
で
を
計
測
し
た
も
の
を
い
う
ᵨ 

６ 

上
肢
又
は
下
肢
欠
損
の
断
端
の
長
さ
は
ᵧ
実
用
長
ᶝ
上
腕
に
お
い
て
は
腋
窩
よ
り
ᵧ
大
腿
に
お
い
て
は
坐
骨
結
節
の
高
さ
よ
り
計
測
し
た
も
の
ᶞ
を
も
ᵻ
て
計
測
し
た
も
の
を
い
う
ᵨ 

５ 

ᵭ
指
の
機
能
障
害
ᵮ
と
は
ᵧ
中
手
指
節
関
節
以
下
の
障
害
を
い
い
ᵧ
お
や
指
に
つ
い
て
は
ᵧ
対
抗
運
動
障
害
を
も
含
む
も
の
と
す
る
ᵨ 

４ 

ᵭ
指
を
欠
く
も
の
ᵮ
と
は
ᵧ
お
や
指
に
つ
い
て
は
指
骨
間
関
節
ᵧ
そ
の
他
の
指
に
つ
い
て
は
第
一
指
骨
間
関
節
以
上
を
欠
く
も
の
を
い
う
ᵨ 

３ 

異
な
る
等
級
に
お
い
て
２
以
上
の
重
複
す
る
障
害
が
あ
る
場
合
に
つ
い
て
は
ᵧ
障
害
の
程
度
を
勘
案
し
て
当
該
等
級
よ
り
上
位
の
等
級
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
ᵨ 

２ 

肢
体
不
自
由
に
お
い
て
は
ᵧ
７
級
に
該
当
す
る
障
害
が
２
以
上
重
複
す
る
場
合
は
ᵧ
６
級
と
す
る
ᵨ 

１ 

同
一
の
等
級
に
つ
い
て
二
つ
の
重
複
す
る
障
害
が
あ
る
場
合
は
ᵧ
１
級
上
の
級
と
す
る
ᵨ
た
だ
し
ᵧ
二
つ
の
重
複
す
る
障
害
が
特
に
本
表
中
に
指
定
せ
ら
れ
て
い
る
も
の
は
ᵧ
該
当
等
級
と
す
る
ᵨ 

じ
ん
臓
機
能
障
害 

 じん臓の機能の障

害により自己の身辺

の日常生活活動が極

度に制限されるもの 

   じん臓の機能の障

害により家庭内での

日常生活活動が著し

く制限されるもの 

 じん臓の機能の障

害により社会での日

常生活活動が著しく

制限されるもの 

肝
臓
機
能
障
害 

 肝臓の機能の障害

により日常生活活動

がほとんど不可能な

もの 

 肝臓の機能の障害

により自己の身辺の

日常生活活動が極度

に制限されるもの 

 肝臓の機能の障害

により家庭内での日

常生活活動が著しく

制限されるもの 

 肝臓の機能の障害

により社会での日常

生活活動が著しく制

限されるもの 

呼
吸
器
機
能
障
害 

呼吸器の機能の障害

により自己の身辺の

日常生活活動が極度

に制限されるもの 

  呼吸器の機能の障害

により家庭内での日

常生活活動が著しく

制限されるもの 

呼吸器の機能の障害

により社会での日常

生活活動が著しく制

限されるもの 

ぼ
う
こ
う
ま
た
は 

直
腸
機
能
障
害 

 ぼうこうまたは直

腸の機能の障害によ

り自己の身辺の日常

生活活動が極度に制

限されるもの 

   ぼうこうまたは直

腸の機能の障害によ

り家庭内での日常生

活活動が著しく制限

されるもの 

 ぼうこうまたは直

腸の機能の障害によ

り社会での日常生活

活動が著しく制限さ

れるもの 

小
腸
機
能
障
害 

 小腸の機能の障害

により自己の身辺の

日常生活活動が極度

に制限されるもの 

   小腸の機能の障害

により家庭内での日

常生活活動が著しく

制限されるもの 

 小腸の機能の障害

により社会での日常

生活活動が著しく制

限されるもの 

ヒ
ト
免
疫
不
全
ウ
イ
ル
ス 

に
よ
る
免
疫
機
能
障
害 

 ヒト免疫不全ウイ

ルスによる免疫機能

の障害により日常生

活活動がほとんど不

可能なもの  

 ヒト免疫不全ウイ

ルスによる免疫の機

能の障害により自己

の身辺の日常生活活

動が極度に制限され

るもの 

 ヒト免疫不全ウイ

ルスによる免疫の機

能の障害により家庭

内での日常生活活動

が著しく制限される

もの 

 ヒト免疫不全ウイ

ルスによる免疫の機

能の障害により社会

での日常生活活動が

著しく制限されるも

の 

 

肝
臓
機
能
障
害 

 肝臓の機能の障害

により日常生活活動

がほとんど不可能な

もの 

 肝臓の障害により

日常生活活動が極度

に制限されるもの 

 肝臓の機能の障害

により日常生活活動

が著しく制限される

もの（社会での日常

生活活動が著しく制

限されるものを除

く。） 

 肝臓機能の障害に

より社会での日常生

活活動が著しく制限

されるもの 
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街で見かける障害者に関するマークには、主に次のようなものがあります。 

名称 概要等 連絡先 

障害者のための 

国際シンボルマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 障害者が利用できる建物、施設であることを

明確に表わすための世界共通のシンボルマー

クです。マークの使用については国際リハビリ

テーション協会の「使用指針」により定められ

ています。 

 

※このマークは「すべての障害者を対象」とし

たものです。特に車椅子を利用する障害者を限

定し、使用されるものではありません。 

公益財団法人 

日本障害者 

リハビリテーション協会 

TEL:03-5273-0601 

FAX:03-5273-1523 

 

身体障害者標識 

（身体障害者マーク） 

 

 

 

 

 

 

 

 肢体不自由であることを理由に免許に条件

を付されている方が運転する車に表示するマ

ークで、マークの表示については、努力義務

となっています。 

 危険防止のためやむを得ない場合を除き、

このマークを付けた車に幅寄せや割り込みを

行なった運転者は、道路交通法の規定により

罰せられます。 

警察庁交通局、 

都道府県警察本部交通部、 

警察署交通課 

 

警察庁 

TEL:03-3581-0141（代） 

 

聴覚障害者標識 

（聴覚障害者マーク） 

 

 

 

 

 

 

 

 聴覚障害者であることを理由に免許に条件

を付されている人が運転する車に表示するマ

ークで、マークの表示については、義務とな

っています。 

 危険防止のためやむを得ない場合を除き、

このマークを付けた車に幅寄せや割り込みを

行なった運転者は、道路交通法の規定により

罰せられます。 

盲人のための 

国際シンボルマーク 

 

 

 世界盲人会連合で 1984 年に制定された盲

人のための世界共通のマークです。 

 視覚障害者の安全やバリアフリーに考慮さ

れた建物、設備、機器などに付けられています。 

 このマークを見かけた場合には、視覚障害者

の利用への配慮について、御理解、御協力をお

願いします。 

社会福祉法人 

日本盲人福祉委員会 

TEL:03-5291-7885 

 

 

 

 

障害者に関するマークについて 

 

 



72 

 

 

名称 概要等 連絡先 

耳マーク 

 

 

 

 

 

 

 

 聞こえが不自由なことを表すと同時に、聞こ

えない人・聞こえにくい人への配慮を表すマー

クです。 

 聴覚障害者は見た目には分からないために、

誤解されたり、不利益をこうむったり、社会生

活上で不安が少なくありません。 

 このマークを提示された場合は、相手が「聞

こえない・聞こえにくい」ことを理解し、コミ

ュニケーションの方法等への配慮について御協

力をお願いします。 

一般社団法人 

全日本難聴者・中途失聴者 

団体連合会 

TEL:03-3225-5600 

FAX:03-3354-0046 

 

ほじょ犬マーク 

 

 

 身体障害者補助犬法の啓発のためのマークで

す。 

 身体障害者補助犬とは、盲導犬、介助犬、聴

導犬のことを言います。「身体障害者補助犬法」

において、公共の施設や交通機関はもちろん、

デパート、ホテル、レストランなどの民間施設

は、身体障害者補助犬を同伴するのを受け入れ

る義務があります。 

 補助犬を同伴していても使用者への援助が必

要な場合があります。使用者が困っている様子

を見かけたら、積極的にお声かけをお願いしま

す。 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部企画課 

自立支援振興室 

 

 

TEL:03-5253-1111（代） 

FAX:03-3503-1237 

オストメイトマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 人工肛門・人工膀胱を造設している人（オス

トメイト）のための設備があることを表してお

り、オストメイト対応のトイレの入口・案内誘

導プレートに表示されています。 

 このマークを見かけた場合には、そのトイレ

がオストメイトに配慮されたトイレであること

を御理解のうえ、御協力をお願いします。 

公益財団法人 

交通エコロジー・モビリティ 

財団 

TEL:03-5844-6265 

FAX:03-5844-6294 

 

ハート・プラス マーク 

 

「身体内部に障害がある人」を表しています。 

身体内部（心臓、呼吸機能、じん臓、膀胱・直

腸、小腸、肝臓、免疫機能）に障害がある人は

外見から分かりにくいため、様々な誤解を受け

ることがあります。このマークを着用している

人を見かけた場合は、内部障害への配慮につい

て御理解、御協力をお願いします。 

特定非営利活動法人 

ハート・プラスの会 

TEL:080-4824-9928 
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名称 概要等 連絡先 

障害者雇用支援マーク 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人ソーシャルサービス協会が在宅

障害者就労支援並びに障害者就労支援を認めた

企業・団体に対して付与する認証マークです。 

 

 

 

 

公益財団法人ソーシャルサー

ビス協会 IT センター 

TEL:052-218-2154 

FAX:052-218-2155 

 

「白杖 SOS シグナル」 

普及啓発シンボルマーク 

 

 

 

 

 

 

（社会福祉法人日本視覚障

碍者団体連合推奨マーク） 

 白杖を頭上 50ｃｍ程度に掲げてＳＯＳのシ

グナルを示している視覚障害者を見かけたら、

進んで声をかけて支援しようという「白杖 SOS

シグナル」運動の普及啓発シンボルマークです。 

 白杖によるＳＯＳのシグナルを見かけたら進

んで声をかけ、サポートをお願いします。 

※駅のホームや路上で視覚障害者が危険に遭遇

しそうな場合は、白杖によりＳＯＳのシグナル

を示していなくても、声をかけてサポートをお

願いします。 

岐阜市福祉部福祉事務所 

障がい福祉課 

TEL:058-214-2138 

FAX:058-265-7613 

サポートマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 障害者への配慮やちょっとした手助けを促進

するため、特に内部障害・聴覚障害・発達障害・

高次脳機能障害のある人、義足や人工関節を使

用している人など、「外見からは援助を必要とし

ていることが分からない人」が援助を得やすく

なるよう、身につけることで援助を必要として

いることを示すマークです。 

 このマークを着用している人を見かけた場合

は、外見からは援助を必要としていることが分

からない人への配慮について御理解、御協力を

お願いします。 

山口県障害者支援課 

TEL:083-933-2765 

FAX:083-933-2779 

ヘルプマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 外見からは援助や配慮を必要としていること

が分からない人が周囲に配慮を必要としている

ことを知らせることで、援助を得やすくなるよ

う作成されたマークです。 

 このマークを着用している人を見かけた場合

は、外見からは援助を必要としていることが分

からない人への配慮について御理解、御協力を

お願いします。 

山口県厚政課 

TEL:083-933-2724 

FAX:083-933-2739 
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防 府 市 社 会 福 祉 協 議 会 
防府市寿町７番１号 
（防府市役所 福祉棟２階） 

２２－３９０７ 

防 府 市 障 害 福 祉 団 体 連 合 会 
防府市鞠生町１２番２号 
防府市身体障害者福祉センター内 

２３－６６２５ 

 

福 祉 の 心 

自 立 の 精 神 
自主的、主体的に力強く

生きぬくという視点から 

社 会 連 帯 の 
精 神 

社会の一員としての自覚

を持つという視点から 

基本的人権や自他の人格

を尊重するという視点か

ら 

住みよい社会の創造に貢

献するという視点から 

○生きがいを求める心 
○自分でやりぬこうとする 
 心 

○役割と自覚と責任 
○思いやりの心 
○助け合い、励ましあう心 
○奉仕の心 

○人権を大切にする心 
○敬愛の心 
○友愛の心 
○感謝の心 
○信頼感 

○わけへだてのない心 
○住みよい環境をつくろう 
とする心 

○郷土愛 


